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                           資料№２ 

生活保護と最低賃金の比較について（令和３年度 福井局） 

 

Ⅰ 前提 

○ 若年単身 → 生活保護基準では 18～19 歳・単身世帯 

○ 福井県の場合 

・冬季加算地区 → Ⅳ区   

・県内級地別人口 → ２級地－１: 262,328 人 （福井市） 

  ３級地－１: 460,694 人 （敦賀市、小浜市ほか 9 市町） 

  ３級地－２: 43,841 人 （今立郡、美方郡ほか 3 市町） 

  計  766,863 人  

 ※令和２年国勢調査による市町別の人口 

 

Ⅱ 生活保護 

（１）生活扶助基準 

  ①第１類費＋第２類費（冬季加算を除く） 

   （71,460 円×262,328 人＋68,430 円×460,694 人＋66,940 円×43,841 人） 

    ÷766,863 人＝69,381 円（１円未満四捨五入） 

 

  ②冬季加算（１か月平均） 11 月から４月まで６か月間支給 

     Ⅳ区： 6,790 円×６÷12＝3,395 円 

 

※Ⅳ区の冬季加算期間は11～４月の６か月間である。冬季加算については、平成27年10月よ

り冬季加算区分ごとに加算される期間が変更され、令和３年度の計算においては、令和３年４

月及び同年 11 月から令和４年３月までに支給される冬季加算額で計算している。 

 

  ③期末一時扶助費（１か月平均） 12 月のみ支給 

     ２級地－１： 12,880 円×１÷12＝1,073（１円未満四捨五入） 

     ３級地－１： 11,610 円×１÷12＝ 968（１円未満四捨五入） 

     ３級地－２： 10,970 円×１÷12＝ 914（１円未満四捨五入） 

   （1,073 円×262,328 人＋968 円×460,694 人＋914 円×43,841 人） 

    ÷766,863 人＝1,001 円（１円未満四捨五入） 

 

  生活扶助基準（１類費及び２類費（合算額）＋冬季加算＋期末一時扶助費） 

   ＝①＋②＋③ 

   ＝69,381 円＋3,395 円＋1,001 円＝73,777 円 
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 （２）住宅扶助実績値（世帯人数１人の値） 

      住宅扶助実績値 19,485 円（１円未満四捨五入） 

    ※令和３年度被保護者調査 年次調査（個別調査）第 3-10 表にて 

（（県）13304.6 円×1,209 世帯 ＋ （福井市）23786.6 円×1,737 世帯）÷2,946 世帯 

 

 

 （３）生活扶助基準＋住宅扶助実績値 

    以上（１）、（２）より、 

    生活扶助基準＋住宅扶助実績値＝73,777 円＋19,485 円＝93,262 円 

 

Ⅲ 最低賃金との比較 

 時給858円（令和３年度福井県最低賃金）で月173.8時間（一か月の労働時間）働いた場合

の１か月の収入（手取額）は、 

 858 円×173.8 時間×0.816※＝121,682 円 (１円未満四捨五入)  

 

 ※0.816 は、高知県の令和３年度最低賃金額 820 円で月 173.8 時間働いた場合の税・社会保険料を考慮した

可処分所得の総所得に対する比率。 

 

よって、福井県では、最低賃金額（121,682円）が生活保護費（93,262円）を上回っている。 
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資料№３

最高額
（東京）

最低賃金額 最低賃金額
全国加重平
均との割合

最高額との
割合

最低賃金額 福井との差 最低賃金額 福井との差

平成２５年 764 869 701 91.8 80.7 704 3 712 11

平成２６年 780 888 716 91.8 80.6 718 2 728 12

平成２７年 798 907 732 91.7 80.7 735 3 746 14

平成２８年 823 932 754 91.6 80.9 757 3 770 16

平成２９年 848 958 778 91.7 81.2 781 3 795 17

平成３０年 874 985 803 91.9 81.5 806 3 821 18

令和元年 901 1,013 829 92.0 81.8 832 3 848 19

令和２年 902 1,013 830 92.0 81.9 833 3 849 19

令和3年 930 1,041 858 92.3 82.4 861 3 877 19

令和4年 961 1,072 888 92.4 82.8 891 3 908 20

福  井 石  川 富  山
区分

全国加重
平均（時間

額）

北陸３県・全国加重平均・全国最高額の最低賃金額の推移

（単位：円、％）

4



全国 前年比 福井 前年比 全国 前年比 福井 前年比

平成27年 239,651 0.3 234,430 0.2 263,402 0.5 251,453 △ 0.4

平成28年 240,256 0.3 235,767 0.6 264,852 0.6 253,130 0.7

平成29年 241,216 0.4 230,727 △ 2.1 266,057 0.5 255,061 0.8

平成30年 244,684 1.4 230,516 △ 0.1 270,695 1.7 251,340 △ 1.5

令和元年 244,471 △ 0.1 237,569 3.1 270,912 0.1 255,774 1.8

令和２年 244,968 0.2 236,272 △ 0.5 271,025 0.0 251,853 △ 1.5

令和３年 245,709 0.3 241,050 2.0 273,186 0.8 256,366 1.8

令和４年 248,529 1.1 234,829 △ 2.6 278,687 2.0 259,679 1.3

資料№４

　資料出所：「毎月勤労統計調査」　　　

福井県の「所定内給与額」の推移

（常用労働者１人平均月額、調査産業計）

事業所規模５人以上 事業所規模３０人以上

（単位：円、％）

　　　区分
年度

220,000

230,000

240,000

250,000

260,000

270,000

280,000

（円） 全国（5人以上） 福井（5人以上） 全国（30人以上） 福井（30人以上）

△ 3.0

△ 2.0

△ 1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

（円） 全国（5人以上） 福井（5人以上） 全国（30人以上） 福井（30人以上）

前年比
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全国 前年比 福井 前年比 全国 前年比 福井 前年比

平成27年 133.5 △ 0.3 141.8 △ 1.6 135.8 0.0 141.8 △ 0.1

平成28年 132.9 △ 0.4 137.7 △ 2.9 135.9 0.1 141.9 0.1

平成29年 132.5 △ 0.3 137.9 0.1 135.8 △ 0.1 141.8 △ 0.1

平成30年 131.4 △ 0.8 139.4 1.1 134.9 △ 0.7 141.3 △ 0.4

令和元年 128.5 △ 2.2 138.7 △ 0.5 132.1 △ 2.1 140.3 △ 0.7

令和２年 125.9 △ 2.0 134.3 △ 3.2 129.6 △ 1.9 136.8 △ 2.5

令和３年 126.4 0.4 134.7 0.3 130.8 0.9 137.2 0.3

令和４年 126.0 △ 0.3 131.3 △ 2.5 131.0 0.2 135.8 △ 1.0
　資料出所：「毎月勤労統計調査」　　　

資料№５

福井県の「所定内労働時間」の推移

（常用労働者１人平均月間所定内労働時間、調査産業計）

（単位：時間、％）

　　区分
年度

事業所規模５人以上 事業所規模３０人以上

115.0

120.0

125.0

130.0

135.0

140.0

145.0

（時間） 全国（5人以上） 福井（5人以上） 全国（30人以上） 福井（30人以上）

△ 3.5
△ 3.0
△ 2.5
△ 2.0
△ 1.5
△ 1.0
△ 0.5

0.0
0.5
1.0
1.5

（円） 全国（5人以上） 福井（5人以上） 全国（30人以上） 福井（30人以上）

前年比
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（単位：％）

事業所規模５人以上 事業所規模30人以上

平成27年 25.3 22.0

平成28年 26.4 21.6

平成29年 26.0 21.3

平成30年 24.7 20.6

令和元年 23.8 19.6

令和２年 24.5 19.5

令和３年 25.1 20.8

令和４年 27.3 20.9

資料出所：「毎月勤労統計調査」

福井県のパート労働者の雇用比率の推移

資料№６
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（％） 事業所規模５人以上 事業所規模30人以上
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所定内給与額
（初任給） 前年比 所定内給与額

（初任給） 前年比 所定内給与額
（初任給） 前年比 所定内給与額

（初任給） 前年比

平成25年 156.0 △ 1.2 154.2 △ 1.3 157.6 1.1 154.9 △ 2.0

平成26年 158.8 1.8 157.6 2.2 161.5 2.5 164.1 5.9

平成27年 160.9 1.3 157.2 △ 0.3 160.7 △ 0.5 162.2 △ 1.2

平成28年 161.3 0.2 159.3 1.3 161.4 0.4 157.5 △ 2.9

平成29年 162.1 0.5 159.2 △ 0.1 164.0 1.6 160.8 2.1

平成30年 165.1 1.9 167.1 5.0 168.2 2.6 164.2 2.1

令和元年 167.8 1.6 165.8 △ 0.8 165.8 △ 1.4 167.5 2.0

令和２年 177.7 調査項目変更 178.4 調査項目変更 173.8 調査項目変更 178.6 調査項目変更

令和３年 179.7 1.1 186.1 4.3 173.1 △ 0.4 176.2 △ 1.3

令和４年 181.2 0.8 180.8 △ 2.8 173.6 0.3 178.5 1.3

　平成25年～令和元年は、高卒の初任給

福  井

　資料出所：｢賃金構造基本統計調査｣

石  川 富  山

資料№７

　令和２年以降は、新規学卒者(高卒)の所定内給与額(民営事業所、企業規模10人以上､産業計)

北陸３県の新規学卒者(高卒)の所定内給与額（初任給）

（企業規模10人以上、調査産業計)

(単位：千円、％)

全　国
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原数値(単位：倍)

全数 うちパート 全数 うちパート

平成27年度 1.63 2.01 2.25 2.93

平成28年度 1.87 2.27 2.58 3.37

平成29年度 2.02 2.29 2.78 3.35

平成30年度 2.10 2.24 2.86 3.35

令和元年度 1.99 2.09 2.72 3.10

令和２年度 1.57 1.60 2.42 2.66

令和３年度 1.80 1.71 2.70 2.79

令和４年度 1.88 1.80 2.73 2.84

資料出所：福井労働局「労働市場月報」 〔(注）新規学卒を除く〕

福井県の有効求人倍率の推移

有効求人倍率 新規求人倍率

資料№８
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平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

実収入 全　国 558,718 586,149 609,535 605,316 617,654

前年比(%) 4.7 4.9 4.0 -0.7 2.0

福井市 627,568 611,545 621,170 638,683 663,848

前年比(%) 7,0 -2.6 1.6 2.8 3.9

可処分所得 全　国 455,125 476,645 498,639 492,681 500,914

前年比(%) 4.8 4.7 4.6 -1.2 1.7

福井市 530,572 516,477 514,865 521,799 554,677

前年比(%) 5,4 -2.7 -0.3 1.3 6.3

消費支出 全　国 315,314 323,853 305,811 309,469 320,627

前年比(%) 0.7 2.7 -5.6 1.2 3.6

福井市 322,927 310,652 290,464 287,448 315,597

前年比(%) 7.8 -3.8 -6.5 -1.0 9.8

世帯人員 全  国 3.32 3.31 3.31 3.28 3.24

福井市 3.54 3.37 3.30 3.39 3.50

有業人員 全　国 1.78 1.77 1.79 1.78 1.79

福井市 1.84 1.86 1.87 1.86 1.81

世帯主年齢 全　国 49.6 49.6 49.8 50.1 50.4

福井市 49.3 50.3 52.5 50.2 50.5

資料出所：福井県「家計調査概要（福井市の家計）　表３　主要家計指標（二人以上の世帯のうち勤労者世帯）」

資料№９

福井市の勤労者世帯家計の推移
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単位：円

世帯人員 平成30年4月 令和元年4月 令和2年4月 令和3年4月
令和4年4月

(a)
令和4年4月　実支出

(a)×(b)

1　人 96,530 110,470 99,090 92,830 92,740 120,469

２　人 127,640 125,750 141,140 150,670 143,870 186,887

３　人 154,700 158,930 163,680 160,660 154,780 201,059

４　人 181,750 192,100 186,230 170,690 165,670 215,205

５　人 208,800 225,260 208,770 180,720 176,570 229,364

1　人 116,930 120,190 110,610 114,720 114,480 148,710

２　人 150,690 137,290 153,040 192,350 178,930 232,430

３　人 186,520 176,770 176,230 205,820 196,090 254,721

４　人 222,350 216,230 199,420 219,300 213,240 276,999

５　人 258,160 255,720 222,640 232,790 230,390 299,277

1.299 (b)

1.305

1.363

1.329

1.318

　　被覆・履物費　・・・・・・・・　被服および履物
　　住居関係費　  ・・・・・・・・　住居、光熱・水道、家具・家事用品
　　食 料 費　　　　・・・・・・・・　食料

負担費修正比率

福

井

市

全

国

「令和４年度　実支出」は福井労働局賃金室にて算出

【標準生計費】
（１）標準的な生活模型を設定のうえ、最もありふれた（度数が最も集中している値で、分布図で
いえば「山の頂上」に相当する値で、平均値ではない）生活に要する費用を算定したものである。
（２）上記一覧表における世帯人員区分の設定については、２人世帯を「夫婦のみの世帯で夫だけ
が就業している世帯」に限定し、３人以上の世帯は、それに子供が１人ずつ加わった世帯（子供は
就業してていない）に限定した設定となっており、これを標準世帯という。
 
【算定要件】
（１）数値は、実体生計費である家計調査（4月分）の費目別平均支出額に、費目別、世帯人員別生
計費換算乗数を乗じ、理論的に算定（理論生計費）したものである。
（２）上記の標準生計費については、支出のうち「消費支出」のみを対象に算定されており、いわ
ゆる税金や社会保険料などの「非消費支出」は含まれていない。
（３）実質的な支出額（実支出）の数値を算定するには、消費支出額に対する非消費支出額の割合
を算定し、次の負担費修正率を乗じて算定する。

     標準生計費の費目

2022年（令和４年）4月分

2021年（令和３年）4月分

2020年（令和２年）4月分

2019年（令和元年）4月分

2018年（平成30年）4月分

資料№10

福井市の世帯人員別標準生計費の推移

　　　　資料出所 ： 福井県人事委員会　「職員の給与等に関する報告及び勧告」　参考資料（生計費関係）

　　雑 費 Ⅱ　　　　・・・・・・・・　その他の消費支出（諸雑費、こずかい、交際費、仕送り金）
　　雑 費 Ⅰ　　　　・・・・・・・・　保健医療、交通・通信、教育、教養娯楽
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※令和４年１月分から、令和２年基準の指数で公表しています。

 　概 要 （事業所規模５人以上、調査産業計）

     ◇  「きまって支給する給与」は、２４９，８７７円で対前年同月比１．５％の減少

     ◇  「総実労働時間」は、１３６．８時間で対前年同月比０．１％の増加

     ◇  「所定外労働時間」は、８．５時間で対前年同月比１５．８％の減少

     ◇  「常用労働者数」は、３０９，７０７人で対前年同月比２．８％の増加

令和５年７月３１日

福井県統計調査課

毎月勤労統計調査地方調査結果速報

【令和５年５月分】

賃金・労働時間・雇用の推移[調査産業計・規模5人以上](対前年同月比)
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１   賃金の動き

     ◇  「きまって支給する給与」は、２４９，８７７円で対前年同月比１．５％の減少

　表１ 常用労働者１人平均月間現金給与額（規模５人以上）

 現金給与総額

きまって支給する給与

超過労働給与

給与額 対前年同月比 給与額 対前年同月比 給与額 対前年同月比 給与額 給与額

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円
調 査 産 業 計 254,392 △ 2.5 249,877 △ 1.5 234,097 △ 1.0 15,780 4,515
建 設 業 323,172 △ 7.4 323,171 △ 1.6 309,721 △ 0.8 13,450 1
製 造 業 289,620 2.8 281,736 3.3 259,523 4.7 22,213 7,884
電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 460,931 △ 4.8 458,448 △ 4.8 395,038 0.0 63,410 2,483
情 報 通 信 業 320,035 △ 3.1 318,960 △ 3.5 301,862 △ 4.3 17,098 1,075
運 輸 業 , 郵 便 業 279,951 4.2 279,202 3.9 248,103 8.1 31,099 749
卸 売 業 , 小 売 業 197,454 △ 9.1 188,224 △ 9.7 182,025 △ 10.2 6,199 9,230
金 融 業 , 保 険 業 314,504 △ 2.2 313,767 △ 2.3 299,523 △ 1.6 14,244 737
不動産業 ,物品賃貸業 349,188 23.9 341,255 37.9 293,082 21.9 48,173 7,933
学術研究,専門・技術サー

ビ ス 業 313,042 △ 1.3 313,042 △ 1.2 291,519 △ 3.6 21,523 0
宿泊業,飲食サービス業 106,583 △ 7.4 106,509 △ 6.4 101,572 △ 5.0 4,937 74
生活関連サービス業 ,
娯 楽 業 159,625 65.7 159,625 65.7 153,791 71.8 5,834 0

教 育 ， 学 習 支 援 業 294,202 0.7 294,202 0.7 283,486 △ 2.0 10,716 0
医 療 , 福 祉 267,881 △ 3.7 267,474 △ 3.8 250,583 △ 2.2 16,891 407
複 合 サ ー ビ ス 事 業 317,685 17.4 269,562 △ 0.1 254,233 0.5 15,329 48,123
サービス業（他に分類さ

れないもの） 208,697 △ 15.7 202,176 △ 8.4 188,315 △ 8.9 13,861 6,521
対前年同月比は、指数により算出している。

　表２ 常用労働者１人平均月間現金給与額（規模３０人以上）

 現金給与総額

きまって支給する給与

超過労働給与

給与額 対前年同月比 給与額 対前年同月比 給与額 対前年同月比 給与額 給与額

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円
調 査 産 業 計 282,942 △ 3.0 277,739 △ 1.8 256,121 △ 1.3 21,618 5,203
建 設 業 406,097 △ 0.5 406,092 1.5 376,181 0.6 29,911 5
製 造 業 303,044 △ 2.4 299,114 0.1 272,685 1.4 26,429 3,930
電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 488,663 0.8 485,787 0.8 414,293 4.9 71,494 2,876
情 報 通 信 業 310,738 △ 6.0 310,702 △ 6.0 291,913 △ 7.4 18,789 36
運 輸 業 , 郵 便 業 292,838 △ 3.3 291,586 △ 3.7 251,638 △ 2.2 39,948 1,252
卸 売 業 , 小 売 業 221,432 5.9 198,397 2.3 188,741 1.1 9,656 23,035
金 融 業 , 保 険 業 324,852 △ 5.0 324,737 △ 4.6 316,066 △ 2.8 8,671 115
不動産業 ,物品賃貸業 289,827 2.9 258,185 4.3 241,573 0.4 16,612 31,642
学術研究,専門・技術サー

ビ ス 業 348,193 6.8 348,193 6.8 314,938 2.5 33,255 0
宿泊業,飲食サービス業 107,277 △ 16.1 107,022 △ 13.8 102,679 △ 14.0 4,343 255
生活関連サービス業 ,
娯 楽 業 96,692 △ 12.4 96,692 △ 12.4 92,457 △ 12.8 4,235 0

教 育 ， 学 習 支 援 業 318,441 △ 7.5 318,441 △ 7.4 314,253 △ 8.0 4,188 0
医 療 , 福 祉 294,310 0.5 294,310 0.5 271,792 1.6 22,518 0
複 合 サ ー ビ ス 事 業 304,456 11.6 266,904 △ 2.0 244,946 △ 1.1 21,958 37,552
サービス業（他に分類さ

れないもの） 205,570 △ 21.7 195,828 △ 11.9 177,613 △ 12.7 18,215 9,742
対前年同月比は、指数により算出している。

区　　　　分 特別に支払われ
た給与所定内給与

区　　　　分 特別に支払われ
た給与所定内給与

（規模５人以上）

5月の現金給与総額は、調査産業計で254,392円とな

り、前年同月に比べ2.5％減となった。

現金給与総額のうち、きまって支給する給与は

249,877円で、前年同月に比べ1.5％減となった。

特別に支払われた給与は4,515円であった。

実質賃金指数は79.0で、前年同月に比べ、6.3％減と

なった。 -20
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２   労働時間の動き

     ◇  「きまって支給する給与」は、２４９，８７７円で対前年同月比１．５％の減少

  表３　常用労働者１人平均月間実労働時間・出勤日数(規模５人以上）

区　　　　分

本月 対前年同月比 本月 対前年同月比 本月 対前年同月比 本月 対前年同月差

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 136.8 0.1 128.3 1.4 8.5 △ 15.8 17.8 0.3
建 設 業 152.3 △ 3.6 144.6 △ 2.4 7.7 △ 20.7 18.7 △ 0.6
製 造 業 145.0 △ 0.1 134.4 1.8 10.6 △ 19.1 17.7 0.2
電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 149.5 △ 0.3 134.3 3.7 15.2 △ 25.5 18.0 0.2
情 報 通 信 業 154.4 5.9 145.9 6.9 8.5 △ 7.6 18.2 0.9
運 輸 業 , 郵 便 業 160.5 △ 8.7 141.7 △ 4.8 18.8 △ 29.8 18.8 0.0
卸 売 業 , 小 売 業 123.6 △ 1.8 119.5 △ 1.6 4.1 △ 8.8 17.6 △ 0.1
金 融 業 , 保 険 業 142.3 0.2 135.1 1.7 7.2 △ 20.9 18.5 0.2
不動産業 ,物品賃貸業 178.6 23.1 150.3 6.8 28.3 558.2 19.7 1.1
学術研究,専門・技術サー

ビ ス 業 146.0 4.4 138.0 3.3 8.0 29.0 18.6 1.2
宿泊業,飲食サービス業 93.5 △ 2.7 89.9 0.8 3.6 △ 47.8 14.9 0.2
生活関連サービス業 ,

娯 楽 業 111.0 24.8 105.8 37.1 5.2 △ 55.9 16.4 2.8
教 育 ， 学 習 支 援 業 148.1 1.8 126.1 2.5 22.0 △ 1.8 17.6 0.7
医 療 , 福 祉 140.8 2.6 137.0 3.4 3.8 △ 19.2 18.6 0.1
複 合 サ ー ビ ス 事 業 146.2 8.6 137.9 9.1 8.3 2.5 18.9 1.2
サービス業（他に分類され

ないもの） 131.0 2.3 123.0 1.9 8.0 8.1 17.9 1.0
対前年同月比は、指数により算出している。

  表４  常用労働者１人平均月間実労働時間・出勤日数（規模３０人以上）

区　　　　分

本月 対前年同月比 本月 対前年同月比 本月 対前年同月比 本月 対前年同月差

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 142.7 △ 0.2 131.7 1.2 11.0 △ 14.1 17.9 0.1
建 設 業 181.8 1.3 165.7 0.2 16.1 14.3 21.1 0.0
製 造 業 145.4 △ 2.0 133.4 0.3 12.0 △ 21.5 17.5 0.0
電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 152.5 1.7 135.9 5.0 16.6 △ 18.6 18.2 0.4
情 報 通 信 業 153.5 5.4 143.9 5.4 9.6 4.5 17.9 0.6
運 輸 業 , 郵 便 業 163.6 △ 3.5 138.9 △ 3.5 24.7 △ 3.9 18.6 △ 0.1
卸 売 業 , 小 売 業 135.0 8.6 128.3 8.1 6.7 15.5 18.2 0.4
金 融 業 , 保 険 業 140.3 8.3 132.6 7.0 7.7 32.7 18.8 1.5
不動産業 ,物品賃貸業 148.4 2.2 139.8 △ 0.6 8.6 99.9 18.5 △ 0.1
学術研究,専門・技術サー

ビ ス 業 137.8 0.5 127.5 △ 0.2 10.3 10.8 17.2 0.1
宿泊業,飲食サービス業 87.9 △ 13.2 84.5 △ 12.0 3.4 △ 35.8 14.1 △ 1.1
生活関連サービス業 ,

娯 楽 業 80.2 △ 13.2 78.0 △ 12.8 2.2 △ 26.7 13.8 △ 0.9
教 育 ， 学 習 支 援 業 155.4 △ 3.6 130.4 2.7 25.0 △ 26.7 17.7 0.7
医 療 , 福 祉 144.5 2.7 139.7 2.9 4.8 △ 4.0 18.7 0.2
複 合 サ ー ビ ス 事 業 144.8 3.5 133.1 3.7 11.7 0.8 19.2 0.4
サービス業（他に分類され

ないもの） 132.7 △ 0.6 123.0 △ 0.7 9.7 1.0 17.6 0.1
対前年同月比は、指数により算出している。

総 実 労 働 時 間 出 勤 日 数

所 定 内 労 働 時 間 所 定 外 労 働 時 間

総 実 労 働 時 間 出 勤 日 数

所 定 内 労 働 時 間 所 定 外 労 働 時 間

（規模５人以上）

5月の総実労働時間は、調査産業計で136.8時間で、前年同月に

比べ0.1％増となった。

総実労働時間のうち、所定内労働時間は128.3時間で前年同月

に比べ1.4％増、所定外労働時間は8.5時間で前年同月に比べ

15.8％減となった。

景気の動向と関係の深い製造業の所定外労働時間は、10.6時

間で、前年同月に比べ19.1％減であった。
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３   雇用の動き

     ◇  「きまって支給する給与」は、２４９，８７７円で対前年同月比１．５％の減少

　表５  本月末推計労働者 、労働異動率(規模５人以上）

本月末 対前年同月比 本月末  ﾊﾟ-ﾄﾀｲﾑ比率 本月 入職率 本月 離職率

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

調 査 産 業 計 309,707 2.8 90,764 29.3 5,151 1.67 3,611 1.17
建 設 業 20,953 △ 1.1 1,875 8.9 571 2.75 345 1.66
製 造 業 70,345 0.9 7,094 10.1 917 1.31 755 1.08
電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 3,620 3.7 283 7.8 17 0.47 16 0.44
情 報 通 信 業 4,442 28.5 149 3.4 29 0.65 15 0.34
運 輸 業 , 郵 便 業 14,313 3.2 1,500 10.5 45 0.31 76 0.53
卸 売 業 , 小 売 業 52,848 1.1 26,592 50.3 832 1.58 503 0.96
金 融 業 , 保 険 業 7,187 △ 1.4 1,001 13.9 27 0.38 9 0.13
不動産業 ,物品賃貸業 2,982 429.4 182 6.1 72 2.46 11 0.38
学術研究,専門・技術サー

ビ ス 業 8,523 22.7 860 10.1 392 4.69 229 2.74
宿泊業,飲食サービス業 24,210 9.3 20,471 84.6 768 3.25 213 0.90
生活関連サービス業 ,
娯 楽 業 8,875 21.0 5,819 65.6 139 1.56 185 2.07

教 育 ， 学 習 支 援 業 19,945 1.4 5,982 30.0 53 0.27 66 0.33
医 療 , 福 祉 50,152 △ 3.4 12,681 25.3 1,052 2.11 868 1.74
複 合 サ ー ビ ス 事 業 3,352 △ 6.8 826 24.6 23 0.68 50 1.48
サービス業（他に分類さ

れないもの） 17,960 0.6 5,449 30.3 214 1.19 270 1.50
対前年同月比は、指数により算出している。

  表６  本月末推計労働者 、労働異動率（規模３０人以上）

本月末 対前年同月比 本月末  ﾊﾟ-ﾄﾀｲﾑ比率 本月 入職率 本月 離職率

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

調 査 産 業 計 166,337 0.6 38,013 22.9 2,161 1.30 2,119 1.27
建 設 業 5,918 △ 3.8 53 0.9 30 0.50 71 1.19
製 造 業 52,378 △ 0.4 4,300 8.2 618 1.18 522 1.00
電気･ｶﾞｽ･熱･水道業 3,125 △ 10.5 31 1.0 17 0.54 16 0.51
情 報 通 信 業 3,555 2.8 117 3.3 17 0.48 9 0.25
運 輸 業 , 郵 便 業 8,556 △ 4.1 660 7.7 45 0.52 76 0.89
卸 売 業 , 小 売 業 18,545 1.5 9,468 51.1 311 1.68 246 1.33
金 融 業 , 保 険 業 2,805 1.3 125 4.5 27 0.97 9 0.32
不動産業 ,物品賃貸業 574 1.9 182 31.7 15 2.63 11 1.93
学術研究,専門・技術サー

ビ ス 業 3,765 81.6 321 8.5 84 2.22 111 2.93
宿泊業,飲食サービス業 6,975 6.5 5,865 84.1 276 3.99 213 3.08
生活関連サービス業 ,
娯 楽 業 2,711 2.8 2,219 81.9 23 0.83 95 3.41

教 育 ， 学 習 支 援 業 11,914 △ 0.5 2,969 24.9 53 0.44 66 0.55
医 療 , 福 祉 31,486 △ 1.2 6,971 22.1 423 1.34 392 1.25
複 合 サ ー ビ ス 事 業 2,022 △ 8.7 642 31.8 23 1.14 18 0.89
サービス業（他に分類さ

れないもの） 12,008 0.1 4,090 34.1 199 1.65 264 2.19
対前年同月比は、指数により算出している。

区　　　　分
常用労働者数 入職 離職

パ－トタイム労働者数

区　　　　分
常用労働者数 入職 離職

パ－トタイム労働者数

（規模５人以上）

5月の常用労働者数は、調査産業計で309,707人で、

前年同月に比べ2.8％増となった。

常用労働者のうちパートタイム労働者は90,764人で、

常用労働者に占める割合は29.3％であった。

労働異動率をみると、調査産業計で入職率1.67％、

離職率1.17％であった。

製造業の常用労働者数は70,345人で、前年同月と比

べ0.9％増であった。 23.0
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４　時系列表
 (規模５人以上）  　　　        (令和２年平均＝100)

現金給与総額 きまって支給する給与

調査産業計 製造業 調査産業計 製造業

名目  実質 名目 名目 実質 名目

指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比

 平成30年 99.9 0.5 101.0 △ 0.4 102.5 △ 1.2 98.9 △ 0.2 100.0 △ 1.0 101.5 △ 2.3

 令和元年 101.1 1.2 101.2 0.0 101.1 △ 1.3 101.0 2.1 101.1 0.9 101.2 △ 0.3

 令和２年 100.0 △ 1.1 100.0 △ 1.4 100.0 △ 1.0 100.0 △ 1.0 100.0 △ 1.4 100.0 △ 1.1

 令和３年 103.2 3.1 103.8 3.8 100.6 0.5 102.0 2.0 102.6 2.6 100.0 0.0

 令和４年 99.7 △ 3.4 97.8 △ 5.8 104.3 3.7 99.7 △ 2.3 97.8 △ 4.7 103.5 3.5

 令和４年 5 85.0 0.2 84.3 △ 1.9 86.6 2.0 100.3 △ 0.2 99.5 △ 2.3 102.2 4.4

     ◇  「きまっ 132.6 △ 11.8 130.9 △ 14.0 113.2 △ 10.5 101.4 △ 1.2 100.1 △ 3.6 103.4 1.3

　　　　　7 118.7 0.8 116.5 △ 2.0 138.3 6.9 98.8 △ 4.1 97.0 △ 6.7 103.3 2.8

　　　　　8 85.3 △ 2.8 83.4 △ 5.8 87.1 3.3 98.2 △ 3.1 96.0 △ 6.0 102.3 3.3

　　　　　9 83.2 △ 4.3 80.9 △ 7.2 88.6 2.2 98.2 △ 3.2 95.5 △ 6.1 103.3 3.3

　　　　　10 82.8 △ 3.3 79.6 △ 7.4 86.9 1.4 99.2 △ 3.2 95.4 △ 7.4 103.5 1.8

　　　　　11 86.2 △ 4.9 82.6 △ 9.1 89.7 △ 3.5 99.8 △ 3.3 95.7 △ 7.5 104.5 2.2

　　　　　12 177.0 △ 5.4 169.9 △ 9.6 196.1 10.1 98.9 △ 3.0 94.9 △ 7.4 104.0 2.6

 令和５年 1 81.4 △ 4.0 77.6 △ 8.5 87.0 △ 0.8 97.4 △ 1.4 92.9 △ 6.0 104.4 2.3

　　　　　2 81.5 △ 1.5 78.7 △ 4.6 87.6 2.5 98.3 △ 1.4 95.0 △ 4.5 105.6 1.7

　　　　　3 88.2 △ 2.3 84.9 △ 5.6 97.5 0.1 99.0 △ 1.8 95.3 △ 5.0 105.7 2.5

　　　　　4 84.6 △ 3.6 80.3 △ 7.7 92.2 △ 2.8 99.9 △ 2.7 94.9 △ 6.8 107.8 1.7

　　　　　5 82.9 △ 2.5 79.0 △ 6.3 89.0 2.8 98.8 △ 1.5 94.2 △ 5.3 105.6 3.3

総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間

調査産業計 製造業 調査産業計 製造業 調査産業計 製造業

指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比

 平成30年 105.6 1.4 110.6 △ 0.4 103.8 1.1 107.7 0.0 134.2 6.4 150.3 △ 4.8

 令和元年 104.3 △ 1.2 106.9 △ 3.4 103.3 △ 0.5 105.5 △ 2.0 119.3 △ 11.1 124.5 △ 17.2

 令和２年 100.0 △ 4.1 100.0 △ 6.5 100.0 △ 3.2 100.0 △ 5.2 100.0 △ 16.1 100.0 △ 19.7

 令和３年 101.2 1.2 103.7 3.8 100.3 0.3 102.2 2.2 115.2 15.1 124.7 24.8

 令和４年 99.0 △ 2.2 104.4 0.7 97.7 △ 2.6 102.1 △ 0.1 118.0 2.4 135.3 8.5

 令和４年 5 95.8 △ 0.4 96.9 0.8 94.2 △ 1.3 94.6 △ 0.1 120.2 10.3 128.4 10.5

　　　　　6 105.2 △ 1.2 109.6 0.8 104.0 △ 1.7 108.1 0.8 122.6 4.5 130.4 2.0

　　　　　7 101.1 △ 3.3 108.8 0.6 100.1 △ 3.5 106.8 0.3 114.3 △ 4.5 136.3 4.2

　　　　　8 95.1 △ 0.2 98.1 1.1 94.4 △ 0.6 96.9 1.8 104.8 6.7 114.7 △ 5.2

　　　　　9 98.6 △ 2.1 104.6 1.9 97.4 △ 2.5 102.8 1.5 116.7 3.6 129.4 6.9

　　　　　10 98.7 △ 4.4 105.3 △ 2.0 97.5 △ 4.6 103.7 △ 1.8 117.9 △ 0.5 127.5 △ 4.0

　　　　　11 100.1 △ 4.4 107.6 △ 2.2 98.9 △ 4.5 105.4 △ 2.2 119.0 △ 2.5 137.3 △ 2.3

　　　　　12 97.8 △ 3.5 106.5 △ 0.3 96.6 △ 3.6 104.4 △ 0.2 115.5 △ 2.5 134.3 △ 1.8

 令和５年 1 90.7 △ 3.7 93.7 △ 2.8 90.0 △ 3.5 92.6 △ 1.4 101.2 △ 6.6 108.8 △ 16.6

 　　　　 2 96.9 0.3 105.4 0.7 96.2 1.1 104.2 2.9 107.1 △ 9.2 121.6 △ 20.0

 　　　　 3 99.3 △ 0.4 105.6 1.8 98.4 0.4 103.8 3.7 113.1 △ 10.4 130.4 △ 14.7

 　　　　 4 101.1 △ 3.5 108.8 △ 1.6 100.5 △ 2.5 107.9 0.2 108.3 △ 18.0 121.6 △ 18.9

 　　　　 5 95.9 0.1 96.8 △ 0.1 95.5 1.4 96.3 1.8 101.2 △ 15.8 103.9 △ 19.1

雇用（常用労働者） 雇用（一般労働者） 雇用（パートタイム労働者）

調査産業計 製造業 調査産業計 製造業 調査産業計 製造業

指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比

 平成30年 100.2 2.0 96.1 4.5 100.8 0.4 93.5 0.3 99.4 2.2 117.6 9.2

 令和元年 101.3 1.2 97.7 1.8 102.7 1.9 93.4 △ 0.1 97.8 △ 1.6 136.3 15.9

 令和２年 100.0 △ 1.2 100.0 2.4 100.0 △ 2.6 100.0 7.1 100.0 2.2 100.0 △ 26.6

 令和３年 100.9 0.9 95.7 △ 4.4 99.6 △ 0.4 93.6 △ 6.4 104.4 4.4 115.4 15.4

 令和４年 101.0 0.1 96.8 1.1 98.4 △ 1.2 93.8 0.2 110.0 5.4 122.2 5.9

 令和４年 5 99.8 △ 1.5 97.0 2.2 98.0 △ 1.6 94.6 1.2 106.8 0.9 117.2 7.9

　　　　　6 100.8 △ 0.8 97.5 2.8 99.2 △ 0.9 94.8 0.9 106.7 0.9 120.7 17.4

　　　　　7 101.4 0.0 97.4 0.0 98.2 △ 2.2 94.6 0.4 112.5 8.5 121.2 △ 3.9

　　　　　8 102.1 1.0 97.2 0.0 97.9 △ 2.2 94.3 △ 0.1 115.8 11.7 121.9 △ 0.9

　　　　　9 102.4 1.4 97.2 0.7 98.0 △ 1.7 94.3 0.1 116.6 11.9 122.0 3.0

　　　　　10 101.9 1.4 96.7 0.6 98.3 △ 1.0 94.1 0.2 113.9 10.0 118.6 2.2

　　　　　11 101.9 1.3 96.3 0.4 98.0 △ 2.1 93.6 △ 0.3 114.8 13.0 119.5 4.2

　　　　　12 102.3 1.8 96.6 0.5 97.5 △ 1.4 93.6 0.2 118.0 12.6 122.3 1.3

 令和５年 1 101.7 1.8 96.3 0.2 96.1 △ 2.6 94.6 1.6 119.9 14.5 109.5 △ 10.1

          2 101.3 1.7 96.1 0.3 95.6 △ 2.9 94.8 2.3 119.5 14.8 105.8 △ 14.1

          3 101.3 2.1 95.9 0.0 95.1 △ 3.3 94.2 2.2 121.1 17.3 108.9 △ 15.1

          4 102.1 2.0 97.7 0.3 96.7 △ 2.9 96.6 3.1 119.6 16.2 104.0 △ 19.6

          5 102.6 2.8 97.9 0.9 97.2 △ 0.8 96.7 2.2 120.1 12.5 105.6 △ 9.9

※１　令和３年12月以前の指数は、令和２年基準に遡って改訂しているが、対前年比は改訂前の指数をもとに算出したものであり、

　　改訂後の指数をもとに算出したものと一致しないことがある。

※２　常用雇用指数は令和４年1月に労働者推計のベンチマークが更新されたことに伴い、過去に遡って改訂している。

区分

区分

区分

- 4 -16



 (規模３０人以上）  　　　          (令和２年平均＝100)

現金給与総額 きまって支給する給与

調査産業計 製造業 調査産業計 製造業

名目 実質 名目 名目 実質 名目

指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比

 平成30年 101.7 0.0 102.8 △ 0.9 103.3 △ 3.4 101.4 △ 1.7 102.5 △ 2.6 102.2 △ 5.2

 令和元年 101.7 △ 0.1 101.8 △ 1.3 98.6 △ 4.6 102.2 0.7 102.3 △ 0.4 99.6 △ 2.6

 令和２年 100.0 △ 1.7 100.0 △ 2.0 100.0 1.4 100.0 △ 2.1 100.0 △ 2.5 100.0 0.4

 令和３年 102.0 2.0 102.6 2.6 100.1 0.1 102.0 1.9 102.6 2.6 100.3 0.3

 令和４年 102.4 0.4 100.5 △ 2.0 105.2 5.1 103.5 1.5 101.6 △ 1.0 105.4 5.1

 令和４年 5 85.4 4.4 84.7 2.2 86.8 6.4 103.4 3.4 102.6 1.3 104.7 7.4

　　　　　6      ◇  「きま △ 9.5 138.5 △ 11.7 115.3 △ 12.0 104.4 2.0 103.1 △ 0.5 105.5 3.6

　　　　　7 123.4 4.0 121.1 1.0 144.2 10.1 102.3 △ 1.4 100.4 △ 4.2 104.9 3.0

　　　　　8 83.8 1.1 81.9 △ 2.0 84.6 4.1 102.7 1.2 100.4 △ 1.9 104.0 3.2

　　　　　9 85.3 1.3 83.0 △ 1.8 88.4 3.2 102.7 1.2 99.9 △ 1.9 105.3 4.8

　　　　　10 84.6 1.0 81.3 △ 3.4 86.4 2.7 103.9 0.9 99.9 △ 3.5 105.3 3.2

　　　　　11 87.3 △ 1.8 83.7 △ 6.2 89.7 △ 3.3 104.2 0.5 99.9 △ 3.9 106.4 3.7

　　　　　12 191.5 0.1 183.8 △ 4.5 205.5 12.0 103.8 2.1 99.6 △ 2.5 105.4 3.2

 令和５年 1 81.7 △ 2.5 77.9 △ 7.0 83.1 △ 4.8 101.6 △ 0.1 96.9 △ 4.7 103.4 △ 1.0

 　　　　 2 81.4 △ 1.6 78.6 △ 4.7 84.3 △ 0.2 101.2 △ 1.7 97.8 △ 4.8 104.2 △ 1.3

 　　　　 3 89.7 △ 3.5 86.3 △ 6.7 97.0 △ 1.6 101.6 △ 2.6 97.8 △ 5.8 105.1 0.3

          4 84.4 △ 4.0 80.2 △ 7.9 89.1 △ 2.7 102.9 △ 3.0 97.7 △ 7.1 107.1 △ 1.6

 　　　　 5 82.8 △ 3.0 78.9 △ 6.8 84.7 △ 2.4 101.5 △ 1.8 96.8 △ 5.7 104.8 0.1

総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間

調査産業計 製造業 調査産業計 製造業 調査産業計 製造業

指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比

 平成30年 106.0 0.5 108.3 0.4 103.3 △ 0.4 105.1 0.3 144.4 10.4 146.0 0.4

 令和元年 104.4 △ 1.5 104.9 △ 3.2 102.6 △ 0.7 103.7 △ 1.3 130.4 △ 9.6 118.9 △ 18.6

 令和２年 100.0 △ 4.2 100.0 △ 4.6 100.0 △ 2.5 100.0 △ 3.5 100.0 △ 23.3 100.0 △ 15.9

 令和３年 101.7 1.7 102.1 2.0 100.3 0.4 100.6 0.6 121.1 21.1 119.0 19.0

 令和４年 101.3 △ 0.4 102.7 0.6 99.2 △ 1.1 100.8 0.2 129.7 7.1 124.5 4.6

 令和４年 5 97.5 0.8 95.7 1.2 95.2 △ 0.1 93.1 △ 0.2 130.6 12.7 125.4 15.5

　　　　　6 106.6 0.2 106.6 0.3 104.5 △ 0.4 105.1 0.2 135.7 6.9 123.8 1.6

　　　　　7 103.8 △ 1.3 107.2 △ 0.1 102.1 △ 1.4 105.5 0.3 127.6 △ 0.4 127.0 △ 2.3

　　　　　8 97.1 0.3 96.2 0.5 96.4 0.1 95.6 1.8 106.1 3.4 103.3 △ 11.6

　　　　　9 100.7 △ 0.3 102.2 2.0 98.7 △ 0.6 101.2 2.4 128.6 4.6 113.9 △ 1.8

　　　　　10 101.8 △ 1.9 103.5 △ 1.9 99.9 △ 2.3 102.8 △ 1.2 127.6 2.2 111.5 △ 9.1

　　　　　11 102.9 △ 2.4 106.1 △ 1.6 101.1 △ 2.5 105.0 △ 0.7 128.6 △ 0.3 119.7 △ 9.1

　　　　　12 100.4 △ 1.7 103.7 △ 0.5 98.7 △ 1.5 102.7 0.8 124.5 △ 3.5 115.6 △ 12.2

 令和５年 1 93.9 △ 3.1 91.0 △ 5.3 92.4 △ 2.5 90.2 △ 3.4 115.3 △ 8.1 100.0 △ 21.3

          2 97.5 △ 0.7 102.1 △ 0.5 96.0 0.3 101.2 1.9 118.4 △ 10.8 112.3 △ 20.4

          3 100.8 △ 1.4 102.9 0.4 99.1 △ 0.5 101.7 2.4 123.5 △ 10.4 117.2 △ 16.4

          4 102.3 △ 4.5 105.9 △ 3.3 100.7 △ 3.1 105.2 △ 1.1 123.5 △ 18.2 114.8 △ 20.9

          5 97.3 △ 0.2 93.8 △ 2.0 96.3 1.2 93.4 0.3 112.2 △ 14.1 98.4 △ 21.5

雇用（常用労働者） 雇用（一般労働者） 雇用（パートタイム労働者）

調査産業計 製造業 調査産業計 製造業 調査産業計 製造業

指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比 指数 対前年比

 平成30年 104.3 2.1 95.6 5.7 103.0 0.9 94.9 1.0 110.7 △ 1.2 101.4 8.4

 令和元年 104.1 △ 0.2 96.6 1.1 103.9 0.9 95.6 0.7 105.2 △ 5.0 109.2 7.7

 令和２年 100.0 △ 3.9 100.0 3.5 100.0 △ 3.8 100.0 4.6 100.0 △ 4.9 100.0 △ 8.4

 令和３年 103.1 3.2 98.0 △ 2.1 101.5 1.5 97.2 △ 2.8 109.3 9.3 110.2 10.2

 令和４年 102.4 △ 0.7 97.8 △ 0.2 100.7 △ 0.8 96.2 △ 1.0 110.9 1.5 113.4 2.9

 令和４年 5 102.7 △ 0.4 98.6 0.0 102.1 1.1 97.6 △ 0.1 106.9 △ 3.7 106.9 △ 5.3

　　　　　6 102.8 △ 0.9 98.5 0.2 101.2 △ 1.3 97.2 △ 0.4 111.2 2.9 109.6 △ 0.1

　　　　　7 102.7 △ 0.8 98.3 0.1 100.6 △ 1.4 96.7 △ 0.5 113.1 4.0 115.4 1.8

　　　　　8 102.5 △ 0.7 97.9 △ 0.2 100.5 △ 1.2 96.3 △ 1.3 112.6 3.4 114.2 7.2

　　　　　9 102.3 △ 0.8 97.9 0.0 100.0 △ 1.3 96.1 △ 1.2 113.7 3.5 117.2 9.5

　　　　　10 102.0 △ 1.0 97.3 △ 0.1 100.2 △ 0.9 95.6 △ 1.6 110.9 0.8 114.9 10.4

　　　　　11 102.1 △ 1.1 97.0 △ 0.4 99.7 △ 2.0 95.2 △ 1.8 113.4 4.2 116.3 8.2

　　　　　12 102.2 △ 1.0 97.0 △ 0.3 99.4 △ 1.2 95.2 △ 1.3 115.2 2.0 116.7 6.6

 令和５年 1 103.0 0.5 96.9 △ 0.7 98.1 △ 2.3 94.3 △ 2.0 125.0 10.7 127.6 14.3

          2 102.9 0.7 96.5 △ 0.9 97.5 △ 3.4 93.8 △ 2.1 127.3 16.6 128.6 12.5

          3 102.7 0.6 96.4 △ 0.9 97.3 △ 3.9 93.8 △ 1.9 126.9 18.7 126.8 9.3

          4 103.2 0.8 98.1 △ 0.4 98.8 △ 3.4 96.0 △ 1.4 123.2 17.6 121.6 13.5

          5 103.3 0.6 98.2 △ 0.4 99.1 △ 2.9 96.1 △ 1.5 122.2 14.3 122.3 14.4

※１　令和３年12月以前の指数は、令和２年基準に遡って改訂しているが、対前年比は改訂前の指数をもとに算出したものであり、

　　改訂後の指数をもとに算出したものと一致しないことがある。

※２　常用雇用指数は令和４年1月に労働者推計のベンチマークが更新されたことに伴い、過去に遡って改訂している。

区分

区分

区分
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第１表  月間現金給与額
 (事業所規模５人以上、令和５年５月確報)

現金給与総額
産　　　業 きまって支給 特別に支払われ

所 定 内 給 与
前年比 する給与 前年比 前年比 前年比 た給与 前年比

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％ 

調 査 産 業 計 284,998 2.9 270,132 1.6 251,729 1.7 18,403 0.5 14,866 35.9

鉱業，採石業等 358,659 -3.0 357,882 -1.0 331,710 1.2 26,172 -22.5 777 -90.7

建　　設　　業 365,973 1.3 346,682 0.5 324,438 0.8 22,244 -4.8 19,291 19.9

製　　造　　業 329,357 4.2 311,125 1.8 283,506 1.9 27,619 0.5 18,232 74.1

・ ガは、２４９，８７ 453,922 2.4 440,349 0.9 388,861 0.7 51,488 2.8 13,573 106.4

情 報 通 信 業 406,433 0.2 390,585 1.9 357,999 2.1 32,586 1.2 15,848 -29.5

運輸業，郵便業 321,576 4.8 310,210 3.9 268,813 3.4 41,397 7.3 11,366 34.1

卸売業，小売業 253,326 1.2 243,389 0.7 231,166 0.8 12,223 -1.6 9,937 14.8

金融業，保険業 487,788 13.5 376,907 3.8 352,316 4.5 24,591 -5.4 110,881 67.0

不動産・物品賃貸業 347,591 5.8 326,539 6.2 304,636 6.0 21,903 9.7 21,052 -0.9

学 術 研 究 等 426,710 3.7 381,242 2.1 355,205 2.1 26,037 0.4 45,468 19.9

飲食サービス業等 129,294 1.6 127,230 1.4 120,089 0.9 7,141 10.6 2,064 10.4

生活関連サービス等 207,822 1.9 202,525 2.1 194,228 2.4 8,297 -5.4 5,297 -1.3

教育，学習支援業 301,730 1.9 295,466 0.6 287,635 0.3 7,831 9.4 6,264 172.1

医　療，福　祉 267,411 2.2 258,401 1.3 244,269 1.5 14,132 -1.8 9,010 36.3

複合サービス事業 341,650 15.8 297,891 3.3 280,532 3.2 17,359 4.1 43,759 549.5

その他のサービス業 252,129 5.3 241,015 4.9 222,636 5.1 18,379 2.7 11,114 18.6

327,254 4.1 307,674 2.1 283,500 2.2 24,174 － 19,580 －

353,154 5.4 331,424 2.4 298,889 2.5 32,535 － 21,730 －

296,909 2.9 282,437 1.4 267,138 1.7 15,299 － 14,472 －

305,286 1.7 294,544 0.6 274,734 0.7 19,810 － 10,742 －

※　事業所規模30人以上の所定外給与および特別に支払われた給与の前年比については、公表されていない。

※　国が公表した再集計後の数値を記載。

第２表　月間実労働時間及び出勤日数

 (事業所規模５人以上、令和５年５月確報)

総 実 労 働 時 間 出  勤  日  数
産　　　　業

前年比 前年比 前年比 前年差

　時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日 

調 査 産 業 計 133.6 2.0 123.9 2.1 9.7 0.0 17.3 0.3

鉱業，採石業等 155.7 2.1 144.7 5.6 11.0 -29.4 19.5 0.9

建　　設　　業 153.8 2.5 141.9 2.9 11.9 -0.9 18.9 0.5

製　　造　　業 147.0 3.1 134.4 3.5 12.6 -2.3 17.7 0.5

電気 ・ ガス業 152.4 3.7 137.9 3.4 14.5 5.9 18.4 0.7

情 報 通 信 業 153.2 3.9 138.5 4.3 14.7 0.0 18.2 0.8

運輸業，郵便業 163.3 2.6 141.7 2.7 21.6 1.9 18.9 0.4

卸売業，小売業 127.1 -0.3 120.1 -0.1 7.0 -4.2 17.3 -0.1

金融業，保険業 146.0 4.0 134.0 4.5 12.0 -0.8 18.3 0.7

不動産・物品賃貸業 146.8 4.1 135.0 3.6 11.8 11.3 18.2 0.3

学 術 研 究 等 148.4 3.0 135.4 3.3 13.0 1.6 17.9 0.6

飲食サービス業等 92.1 -1.2 86.8 -1.5 5.3 4.0 14.1 -0.2

生活関連サービス等 124.9 0.0 118.8 0.0 6.1 0.0 17.2 0.0

教育，学習支援業 127.8 5.3 115.9 4.8 11.9 11.2 16.5 0.7

医　療，福　祉 129.7 2.8 124.7 2.8 5.0 2.1 17.4 0.4

複合サービス事業 146.9 3.9 137.3 3.6 9.6 7.8 18.7 0.8

その他のサービス業 135.6 2.9 125.2 2.9 10.4 1.9 17.5 0.5

140.9 2.4 129.2 2.7 11.7 0.0 17.7 －

149.7 3.0 135.6 3.5 14.1 -2.1 17.7 －

132.9 -0.1 124.9 0.1 8.0 -3.6 17.8 －

138.0 2.6 131.9 2.6 6.1 1.7 18.0 －

※　事業所規模30人以上の出勤日数の前年比については、公表されていない。

※　国が公表した再集計後の数値を記載。

製　　造　　業

◆◇◆◇　全　国　調　査　の　結　果　◇◆◇◆

所 定 外 給 与

事業所規模３０人以上

調 査 産 業 計

製　　造　　業

卸売業，小売業

医　療，福　祉

所 定 内 労 働 時 間 所 定 外 労 働 時 間

事業所規模３０人以上

調 査 産 業 計

卸売業，小売業

医　療，福　祉
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第３表　常用雇用及び労働異動率

 (事業所規模５人以上、令和５年５月確報)

労 働 者 総 数 入　　職　　率 離　　職　　率

産　　　　業

前年比 パートタイム
比率 前年差 前年差

千人 ％ 千人 ％ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ﾎﾟｲﾝﾄ 

調 査 産 業 計 52,211 1.8 16,608 31.81 2.34 0.11 2.01 -0.02 

鉱業，採石業等 12 -4.8 0 2.07 0.64 0.28 1.53 0.50 

建　　設　　業 2,782 1.7 153 5.51 1.62 0.13 1.23 -0.09 

製　　造　　業 7,746 0.3 1,049 13.55 1.12 -0.16 1.17 0.03 

電気 ・ ガス業 246 -0.6 11 4.55 1.34 0.40 1.05 0.21 

情 報 通 信 業 1,644 2.2 104 6.33 1.73 0.23 1.59 -0.61 

運輸業，郵便業 3,035 -0.4 478 15.74 1.48 0.16 1.52 0.03 

卸売業，小売業 9,545 0.1 4,097 42.93 2.06 0.06 2.10 -0.01 

金融業，保険業 1,358 -0.3 135 9.91 1.68 0.24 1.51 -0.22 

不動産・物品賃貸業 870 2.0 162 18.63 2.10 0.06 2.02 -0.22 

学 術 研 究 等 1,602 2.3 154 9.61 1.56 -0.03 1.31 -0.22 

飲食サービス業等 5,428 8.3 4,263 78.54 5.58 0.28 4.17 -0.10 

生活関連サービス等 1,661 2.0 811 48.81 3.35 0.02 2.55 0.12 

教育，学習支援業 3,418 2.8 1,147 33.55 2.97 0.39 1.40 -0.18 

医　療，福　祉 8,025 1.5 2,683 33.43 2.01 0.10 1.88 0.22 

複合サービス事業 387 -2.0 70 18.10 0.94 0.00 0.95 -0.19 

その他のサービス業 4,450 2.9 1,290 29.00 2.85 0.00 2.64 -0.22 

29,644 0.8 7,235 24.41 1.99 0.07 1.78 0.01 

5,820 0.2 624 10.72 1.07 -0.14 1.09 0.05 

4,113 -1.2 1,567 38.11 1.64 -0.10 1.76 0.13 

4,766 0.1 1,240 26.01 1.81 0.09 1.82 0.31 

※　国が公表した再集計後の数値を記載。

卸売業，小売業

医　療，福　祉

パートタイム労働者

事業所規模３０人以上

調 査 産 業 計

製　　造　　業
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　　第１表　 所定内給与、超過労働給与及び特別に支払われた給与（労働者数5人以上） 福井県
令和５年５月

（単位：円）

産業

254,392 249,877 234,097 15,780 4,515 318,959 311,961 6,998 190,429 188,374 2,055 TL

- - - - - - - - - - - C

323,172 323,171 309,721 13,450 1 350,270 350,268 2 212,602 212,602 0 D

289,620 281,736 259,523 22,213 7,884 332,180 322,597 9,583 204,363 199,883 4,480 E

460,931 458,448 395,038 63,410 2,483 490,687 488,050 2,637 291,608 290,002 1,606 F

 320,035 318,960 301,862 17,098 1,075 341,341 340,353 988 251,177 249,823 1,354 G

279,951 279,202 248,103 31,099 749 311,399 310,651 748 190,141 189,389 752 H

197,454 188,224 182,025 6,199 9,230 286,731 268,099 18,632 140,181 136,983 3,198 I

314,504 313,767 299,523 14,244 737 388,333 387,432 901 256,520 255,913 607 J

349,188 341,255 293,082 48,173 7,933 383,171 379,271 3,900 258,730 240,061 18,669 K

313,042 313,042 291,519 21,523 0 354,021 354,021 0 217,910 217,910 0 L

106,583 106,509 101,572 4,937 74 142,724 142,531 193 92,300 92,273 27 M

159,625 159,625 153,791 5,834 0 192,570 192,570 0 130,449 130,449 0 N

294,202 294,202 283,486 10,716 0 330,363 330,363 0 268,464 268,464 0 O

267,881 267,474 250,583 16,891 407 349,506 349,506 0 243,666 243,138 528 P

317,685 269,562 254,233 15,329 48,123 371,892 316,011 55,881 246,852 208,866 37,986 Q

208,697 202,176 188,315 13,861 6,521 273,822 261,735 12,087 148,323 146,962 1,361 R

211,109 209,649 198,837 10,812 1,460 285,346 283,250 2,096 167,627 166,539 1,088 E09,10

272,556 246,503 233,616 12,887 26,053 327,152 286,532 40,620 191,664 187,194 4,470 E11

211,925 211,925 208,419 3,506 0 278,508 278,508 0 156,546 156,546 0 E15

322,477 321,932 295,048 26,884 545 346,098 345,350 748 268,028 267,952 76 E16,17

263,447 263,447 250,252 13,195 0 303,669 303,669 0 190,500 190,500 0 E18

292,683 290,835 271,244 19,591 1,848 300,064 298,310 1,754 249,618 247,225 2,393 E21

292,302 292,041 270,675 21,366 261 313,494 313,184 310 223,766 223,661 105 E24

330,883 330,882 300,093 30,789 1 365,001 365,001 0 248,825 248,823 2 E28

314,562 314,562 291,110 23,452 0 352,232 352,232 0 212,326 212,326 0 E29

225,148 200,147 186,526 13,621 25,001 254,096 230,953 23,143 198,691 171,991 26,700 E32,20

320,105 317,908 283,162 34,746 2,197 346,926 344,858 2,068 205,116 202,364 2,752 ES1

261,747 261,707 255,544 6,163 40 330,547 330,468 79 189,137 189,137 0 I-1

165,930 152,194 145,978 6,216 13,736 253,369 220,611 32,758 122,733 118,395 4,338 I-2

322,040 321,210 292,188 29,022 830 471,291 471,291 0 277,539 276,461 1,078 P83

215,808 215,808 210,581 5,227 0 231,511 231,511 0 211,172 211,172 0 PS

「×」・・・調査産業対象事業所が少なく公表できない。ただし、調査産業計には含まれている。

「Ｅ一括分」「Ｐ一括分」・・・概要９利用上の注意を参照。

「－｣・・・調査、集計を行っていない。

計 男 女

現金給与総額 きまって支給する給与 特別に支払われた給与 現金給与総額 きまって支給する給与 特別に支払われた給与
産             業

現金給与総額 きまって支給する給与 所定内給与 超過労働給与 特別に支払われた給与

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 ・ 小 売 業

金 融 業 ・ 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究 ,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

調 査 産 業 計

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

情 報 通 信 業

電 子 ・ デ バ イ ス

電 気 機 械 器 具

プ ラ ス チ ッ ク 製 品

窯 業 ・ 土 石 製 品

金 属 製 品 製 造 業

繊 維 工 業

印 刷 ・ 同 関 連 業

化 学 、 石 油 ・ 石 炭

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽業

教 育 ， 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

食 料 品 ・ た ば こ

小 売 業

医 療 業

P 一 括 分

そ の 他 の 製 造 業

E 一 括 分 １

卸 売 業
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　　　　第２表　産業別、性別常用労働者一人平均月間現金給与額、きまって支給する給与、 福井県

　　　　　　　　 所定内給与、超過労働給与及び特別に支払われた給与（労働者数30人以上）
令和５年５月

（単位：円）

産業

282,942 277,739 256,121 21,618 5,203 345,470 337,973 7,497 212,885 210,253 2,632 TL

- - - - - - - - - - - C

406,097 406,092 376,181 29,911 5 429,102 429,096 6 275,515 275,515 0 D

303,044 299,114 272,685 26,429 3,930 344,833 341,578 3,255 216,468 211,139 5,329 E

488,663 485,787 414,293 71,494 2,876 521,521 518,442 3,079 311,146 309,365 1,781 F

310,738 310,702 291,913 18,789 36 329,862 329,814 48 253,044 253,044 0 G

292,838 291,586 251,638 39,948 1,252 324,855 323,643 1,212 188,996 187,613 1,383 H

221,432 198,397 188,741 9,656 23,035 321,919 272,756 49,163 156,024 149,996 6,028 I

324,852 324,737 316,066 8,671 115 431,497 431,392 105 290,945 290,827 118 J

289,827 258,185 241,573 16,612 31,642 352,133 339,006 13,127 247,158 202,837 44,321 K

348,193 348,193 314,938 33,255 0 377,478 377,478 0 241,542 241,542 0 L

107,277 107,022 102,679 4,343 255 129,475 128,924 551 95,715 95,614 101 M

96,692 96,692 92,457 4,235 0 120,256 120,256 0 84,404 84,404 0 N

318,441 318,441 314,253 4,188 0 354,553 354,553 0 278,489 278,489 0 O

294,310 294,310 271,792 22,518 0 384,806 384,806 0 261,814 261,814 0 P

304,456 266,904 244,946 21,958 37,552 357,118 311,605 45,513 206,053 183,375 22,678 Q

205,570 195,828 177,613 18,215 9,742 280,672 260,939 19,733 146,508 144,623 1,885 R

194,742 192,384 176,554 15,830 2,358 256,840 253,353 3,487 160,027 158,300 1,727 E09,10

270,771 266,215 253,005 13,210 4,556 322,804 317,315 5,489 201,748 198,430 3,318 E11

218,613 218,613 211,283 7,330 0 270,283 270,283 0 166,663 166,663 0 E15

345,695 345,073 314,455 30,618 622 381,483 380,594 889 273,134 273,054 80 E16,17

280,868 280,868 269,171 11,697 0 327,649 327,649 0 196,372 196,372 0 E18

340,355 336,840 309,672 27,168 3,515 358,069 354,562 3,507 263,667 260,117 3,550 E21

305,470 305,288 275,544 29,744 182 331,962 331,733 229 219,062 219,035 27 E24

330,883 330,882 300,093 30,789 1 365,001 365,001 0 248,825 248,823 2 E28

307,044 307,044 282,757 24,287 0 351,072 351,072 0 212,326 212,326 0 E29

247,894 210,121 194,293 15,828 37,773 266,594 232,078 34,516 230,370 189,546 40,824 E32,20

337,183 334,312 291,741 42,571 2,871 360,177 357,557 2,620 219,658 215,500 4,158 ES1

268,556 268,446 256,663 11,783 110 316,212 316,012 200 210,621 210,621 0 I-1

196,592 161,473 152,938 8,535 35,119 327,196 232,774 94,422 137,120 129,005 8,115 I-2

343,877 343,877 307,179 36,698 0 491,843 491,843 0 289,235 289,235 0 P83

227,206 227,206 223,885 3,321 0 232,627 232,627 0 225,333 225,333 0 PS

「×」・・・調査産業対象事業所が少なく公表できない。ただし、調査産業計には含まれている。

「Ｅ一括分」「Ｐ一括分」・・・概要９利用上の注意を参照。

「－｣・・・調査、集計を行っていない。

計 男 女

産             業
現金給与総額 きまって支給する給与 所定内給与 超過労働給与

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 ・ 小 売 業

金 融 業 ・ 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究 ,専門・技術サービス業

特別に支払われた給与

調 査 産 業 計

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

特別に支払われた給与 現金給与総額 きまって支給する給与 特別に支払われた給与 現金給与総額 きまって支給する給与

化 学 、 石 油 ・ 石 炭

プ ラ ス チ ッ ク 製 品

窯 業 ・ 土 石 製 品

食 料 品 ・ た ば こ

繊 維 工 業

印 刷 ・ 同 関 連 業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽業

教 育 ， 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

卸 売 業

小 売 業

医 療 業

P 一 括 分

そ の 他 の 製 造 業

E 一 括 分 １

金 属 製 品 製 造 業

電 子 ・ デ バ イ ス

電 気 機 械 器 具
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　　　　第３表　産業別、性別常用労働者一人平均月間出勤日数、総実労働時間数、 福井県

　所定内労働時間数及び所定外労働時間数（労働者数5人以上）
令和５年５月

産業

日 時間 時間 時間 日 時間 時間 時間 日 時間 時間 時間

17.8 136.8 128.3 8.5 18.1 148.5 136.4 12.1 17.4 125.3 120.3 5.0 TL

- - - - - - - - - - - - C

18.7 152.3 144.6 7.7 18.9 155.5 146.8 8.7 17.8 139.2 135.6 3.6 D

17.7 145.0 134.4 10.6 17.8 149.2 136.8 12.4 17.5 136.7 129.7 7.0 E

 18.0 149.5 134.3 15.2 18.0 150.9 134.5 16.4 18.0 141.7 133.2 8.5 F

18.2 154.4 145.9 8.5 18.3 156.7 147.8 8.9 18.0 146.9 139.6 7.3 G

18.8 160.5 141.7 18.8 19.2 170.6 146.9 23.7 17.7 131.4 126.7 4.7 H

17.6 123.6 119.5 4.1 18.1 142.6 134.9 7.7 17.3 111.4 109.5 1.9 I

18.5 142.3 135.1 7.2 19.1 153.5 145.3 8.2 18.1 133.6 127.1 6.5 J

19.7 178.6 150.3 28.3 20.0 187.4 152.2 35.2 19.0 154.8 145.1 9.7 K

18.6 146.0 138.0 8.0 18.5 149.0 140.0 9.0 18.7 139.2 133.4 5.8 L

14.9 93.5 89.9 3.6 16.1 112.3 103.8 8.5 14.4 86.1 84.4 1.7 M

16.4 111.0 105.8 5.2 17.4 121.9 116.8 5.1 15.5 101.4 96.1 5.3 N

17.6 148.1 126.1 22.0 17.6 155.4 130.1 25.3 17.6 142.9 123.2 19.7 O

18.6 140.8 137.0 3.8 18.2 141.0 134.6 6.4 18.7 140.7 137.7 3.0 P

18.9 146.2 137.9 8.3 19.3 154.4 143.0 11.4 18.4 135.5 131.3 4.2 Q

17.9 131.0 123.0 8.0 18.3 144.7 133.4 11.3 17.5 118.4 113.4 5.0 R

17.5 136.6 127.6 9.0 18.1 145.0 134.5 10.5 17.2 131.7 123.6 8.1 E09,10

18.1 147.7 140.2 7.5 18.1 148.2 141.3 6.9 18.0 146.7 138.4 8.3 E11

17.8 139.9 137.4 2.5 18.6 148.5 145.9 2.6 17.1 132.7 130.4 2.3 E15

17.5 139.4 127.6 11.8 17.7 143.6 131.2 12.4 16.9 129.5 119.2 10.3 E16,17

17.1 142.0 131.5 10.5 16.9 144.8 132.6 12.2 17.4 136.9 129.5 7.4 E18

18.2 145.1 134.9 10.2 18.2 145.7 135.0 10.7 17.8 141.6 134.6 7.0 E21

17.6 145.5 134.6 10.9 17.7 149.6 136.7 12.9 17.1 132.6 128.0 4.6 E24

17.7 141.8 131.2 10.6 17.9 144.5 132.8 11.7 17.3 135.0 127.2 7.8 E28

17.7 144.8 135.6 9.2 17.9 147.3 136.5 10.8 17.2 138.0 133.4 4.6 E29

18.7 138.8 131.1 7.7 19.2 147.3 136.6 10.7 18.3 131.1 126.1 5.0 E32,20

17.5 152.0 136.3 15.7 17.6 156.8 138.6 18.2 16.8 131.5 126.3 5.2 ES1

18.7 142.9 138.8 4.1 18.7 152.1 146.7 5.4 18.6 133.1 130.4 2.7 I-1

17.1 114.2 110.0 4.2 17.6 135.4 126.0 9.4 16.8 103.7 102.1 1.6 I-2

18.8 144.1 138.3 5.8 17.9 146.4 134.7 11.7 19.0 143.5 139.4 4.1 P83

18.4 137.5 135.7 1.8 18.6 135.8 134.5 1.3 18.4 138.0 136.1 1.9 PS

「×」・・・調査産業対象事業所が少なく公表できない。ただし、調査産業計には含まれている。

「Ｅ一括分」「Ｐ一括分」・・・概要９利用上の注意を参照。

「－｣・・・調査、集計を行っていない。

計 男 女

所定外労働時間総実労働時間 所定内労働時間

調 査 産 業 計

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間 出勤日数
産             業

出勤日数 総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間 出勤日数

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生 活 関連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽業

教 育 ， 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 ・ 小 売 業

金 融 業 ・ 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究 ,専門・技術サービス業

そ の 他 の 製 造 業

E 一 括 分 １

金 属 製 品 製 造 業

電 子 ・ デ バ イ ス

電 気 機 械 器 具

化 学 、 石 油 ・ 石 炭

プ ラ ス チ ッ ク 製 品

窯 業 ・ 土 石 製 品

食 料 品 ・ た ば こ

繊 維 工 業

印 刷 ・ 同 関 連 業

卸 売 業

小 売 業

医 療 業

P 一 括 分
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　　　　第４表　産業別、性別常用労働者一人平均月間出勤日数、総実労働時間数、 福井県

　所定内労働時間数及び所定外労働時間数（労働者数30人以上）
令和５年５月

産業

日 時間 時間 時間 日 時間 時間 時間 日 時間 時間 時間

17.9 142.7 131.7 11.0 18.0 151.6 136.2 15.4 17.7 132.8 126.7 6.1 TL

- - - - - - - - - - - - C

21.1 181.8 165.7 16.1 21.0 183.1 165.7 17.4 21.2 174.3 165.7 8.6 D

17.5 145.4 133.4 12.0 17.6 149.3 135.0 14.3 17.4 137.6 130.2 7.4 E

18.2 152.5 135.9 16.6 18.3 154.2 136.3 17.9 18.0 143.1 133.6 9.5 F

17.9 153.5 143.9 9.6 17.9 155.5 145.3 10.2 17.9 147.0 139.5 7.5 G

18.6 163.6 138.9 24.7 18.9 172.1 141.9 30.2 17.7 136.1 129.1 7.0 H

18.2 135.0 128.3 6.7 18.6 153.2 141.0 12.2 18.0 123.0 120.0 3.0 I

18.8 140.3 132.6 7.7 19.5 157.2 144.5 12.7 18.5 134.9 128.8 6.1 J

18.5 148.4 139.8 8.6 18.8 166.3 150.9 15.4 18.3 136.1 132.2 3.9 K

17.2 137.8 127.5 10.3 17.3 139.7 127.8 11.9 17.0 131.4 126.7 4.7 L

14.1 87.9 84.5 3.4 14.4 96.0 90.4 5.6 13.9 83.8 81.5 2.3 M

13.8 80.2 78.0 2.2 14.2 88.7 84.0 4.7 13.6 75.8 74.8 1.0 N

17.7 155.4 130.4 25.0 18.0 161.4 133.7 27.7 17.3 148.8 126.8 22.0 O

18.7 144.5 139.7 4.8 18.1 142.4 134.2 8.2 18.9 145.3 141.7 3.6 P

19.2 144.8 133.1 11.7 19.6 155.3 140.8 14.5 18.5 125.2 118.7 6.5 Q

17.6 132.7 123.0 9.7 17.8 149.6 135.1 14.5 17.4 119.5 113.5 6.0 R

18.0 144.2 131.1 13.1 18.9 159.7 144.3 15.4 17.5 135.5 123.7 11.8 E09,10

18.0 147.3 140.8 6.5 18.0 147.9 141.2 6.7 18.0 146.5 140.2 6.3 E11

17.7 138.1 133.1 5.0 18.2 146.5 140.8 5.7 17.2 129.7 125.4 4.3 E15

17.2 137.8 125.0 12.8 17.4 142.0 128.2 13.8 16.9 129.0 118.4 10.6 E16,17

16.5 137.3 127.7 9.6 16.1 137.8 126.9 10.9 17.4 136.3 129.1 7.2 E18

17.7 148.1 134.5 13.6 17.8 149.5 134.9 14.6 17.5 141.5 132.4 9.1 E21

17.9 152.8 137.6 15.2 18.1 157.4 138.8 18.6 17.4 137.8 133.7 4.1 E24

17.7 141.8 131.2 10.6 17.9 144.5 132.8 11.7 17.3 135.0 127.2 7.8 E28

17.6 145.3 135.6 9.7 17.8 148.7 136.6 12.1 17.2 138.0 133.4 4.6 E29

18.6 142.3 133.4 8.9 18.9 145.2 134.0 11.2 18.4 139.8 133.0 6.8 E32,20

17.0 152.4 133.5 18.9 17.2 156.6 135.3 21.3 16.2 130.4 124.2 6.2 ES1

18.6 153.3 143.5 9.8 18.8 159.8 147.0 12.8 18.4 145.3 139.3 6.0 I-1

18.0 125.3 120.3 5.0 18.4 147.3 135.6 11.7 17.9 115.3 113.3 2.0 I-2

18.6 147.7 140.6 7.1 17.7 146.6 134.1 12.5 18.9 148.1 143.0 5.1 P83

18.7 140.3 138.6 1.7 18.5 136.5 134.4 2.1 18.8 141.6 140.0 1.6 PS

「×」・・・調査産業対象事業所が少なく公表できない。ただし、調査産業計には含まれている。

「Ｅ一括分」「Ｐ一括分」・・・概要９利用上の注意を参照。

「－｣・・・調査、集計を行っていない。

計 男 女

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 ・ 小 売 業

金 融 業 ・ 保 険 業

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業

学術研究 ,専門・技術サービス業

所定外労働時間

調 査 産 業 計

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間 出勤日数 総実労働時間 所定内労働時間
産             業

出勤日数 総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間 出勤日数

化 学 、 石 油 ・ 石 炭

プ ラ ス チ ッ ク 製 品

窯 業 ・ 土 石 製 品

食 料 品 ・ た ば こ

繊 維 工 業

印 刷 ・ 同 関 連 業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生 活 関連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽業

教 育 ， 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

卸 売 業

小 売 業

医 療 業

P 一 括 分

そ の 他 の 製 造 業

E 一 括 分 １

金 属 製 品 製 造 業

電 子 ・ デ バ イ ス

電 気 機 械 器 具
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第５表　産業別前調査期間末、増加、減少、及び本調査期間末常用労働者数並びにパートタイム労働者数 福井県

　　　　　及びパートタイム労働者比率（労働者数5人以上、男女計）
令和５年５月

うちパートタイム パートタイム 産業

労　 働　 者　 数 労働者比率
人 人 人 人 人 ％

調 査 産 業 計 308,167 5,151 3,611 309,707 90,764 29.3 TL

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 - - - - - - C

建 設 業 20,727 571 345 20,953 1,875 8.9 D

製 造 業 70,183 917 755 70,345 7,094 10.1 E

 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 3,619 17 16 3,620 283 7.8 F

情 報 通 信 業 4,428 29 15 4,442 149 3.4 G

運 輸 業 , 郵 便 業 14,344 45 76 14,313 1,500 10.5 H

卸 売 業 ・ 小 売 業 52,519 832 503 52,848 26,592 50.3 I

金 融 業 ・ 保 険 業 7,169 27 9 7,187 1,001 13.9 J

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 2,921 72 11 2,982 182 6.1 K

学術研究 ,専門・技術サービス業 8,360 392 229 8,523 860 10.1 L

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 23,655 768 213 24,210 20,471 84.6 M

生活関連サービ ス業 ,娯楽業 8,921 139 185 8,875 5,819 65.6 N

教 育 ， 学 習 支 援 業 19,958 53 66 19,945 5,982 30.0 O

医 療 , 福 祉 49,968 1,052 868 50,152 12,681 25.3 P

複 合 サ ー ビ ス 事 業 3,379 23 50 3,352 826 24.6 Q

サービス業（他に分類されないもの） 18,016 214 270 17,960 5,449 30.3 R

食 料 品 ・ た ば こ 4,337 56 137 4,256 1,373 32.3 E09,10

繊 維 工 業 14,821 327 100 15,048 1,088 7.2 E11

印 刷 ・ 同 関 連 業 1,310 63 5 1,368 416 30.4 E15

化 学 、 石 油 ・ 石 炭 3,911 29 51 3,889 331 8.5 E16,17

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 5,838 76 25 5,889 486 8.3 E18

窯 業 ・ 土 石 製 品 1,219 0 5 1,214 57 4.7 E21

金 属 製 品 製 造 業 4,072 44 105 4,011 374 9.3 E24

電 子 ・ デ バ イ ス 10,970 80 119 10,931 824 7.5 E28

電 気 機 械 器 具 3,238 0 21 3,217 75 2.3 E29

そ の 他 の 製 造 業 4,735 76 64 4,747 1,332 28.1 E32,20

E 一 括 分 １ 15,732 166 123 15,775 738 4.7 ES1

卸 売 業 17,316 96 62 17,350 3,665 21.1 I-1

小 売 業 35,203 736 441 35,498 22,927 64.6 I-2

医 療 業 24,473 371 240 24,604 3,767 15.3 P83

P 一 括 分 25,495 681 628 25,548 8,914 34.9 PS

前調査期間末
常用労働者数

増  　　　　　加
常用労働者数

減　　　　　　少
常用労働者数

本調査期間末
常用労働者数産             業

「×」・・・調査産業対象事業所が少なく公表できない。

　　　　　　ただし調査産業計には含まれている。

「一括分」・・・概要９利用上の注意を参照。

「－｣・・・調査、集計を行っていない。
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第６表　産業別前調査期間末、増加、減少、及び本調査期間末常用労働者数並びにパートタイム労働者数 福井県

　　　　　及びパートタイム労働者比率（労働者数5人以上、男）
令和５年５月

うちパートタイム パートタイム 産業

労　 働　 者　 数 労働者比率
人 人 人 人 人 ％

調 査 産 業 計 153,294 2,569 1,672 154,191 22,993 14.9 TL

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 - - - - - - C

建 設 業 16,684 451 343 16,792 1,331 7.9 D

製 造 業 46,839 482 425 46,896 2,045 4.4 E

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 3,078 17 16 3,079 199 6.5 F

情 報 通 信 業 3,382 19 9 3,392 69 2.0 G

運 輸 業 , 郵 便 業 10,623 45 66 10,602 431 4.1 H

卸 売 業 ・ 小 売 業 20,683 75 263 20,495 5,107 24.9 I

金 融 業 ・ 保 険 業 3,162 0 9 3,153 155 4.9 J

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 2,145 8 7 2,146 28 1.3 K

学術研究 ,専門・技術サービス業 5,784 368 136 6,016 272 4.5 L

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 6,510 627 89 7,048 4,880 69.2 M

生活関連サービ ス業 ,娯楽業 4,199 45 85 4,159 2,248 54.1 N

教 育 ， 学 習 支 援 業 8,294 19 15 8,298 1,658 20.0 O

医 療 , 福 祉 11,357 312 120 11,549 2,814 24.4 P

複 合 サ ー ビ ス 事 業 1,901 14 3 1,912 332 17.4 Q

サービス業（他に分類されないもの） 8,653 87 86 8,654 1,424 16.5 R

食 料 品 ・ た ば こ 1,596 9 27 1,578 220 13.9 E09,10

繊 維 工 業 8,857 170 51 8,976 327 3.6 E11

印 刷 ・ 同 関 連 業 608 1 1 608 31 5.1 E15

化 学 、 石 油 ・ 石 炭 2,736 19 51 2,704 117 4.3 E16,17

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 3,775 22 13 3,784 79 2.1 E18

窯 業 ・ 土 石 製 品 1,041 0 5 1,036 54 5.2 E21

金 属 製 品 製 造 業 3,110 25 71 3,064 139 4.5 E24

電 子 ・ デ バ イ ス 7,737 74 79 7,732 467 6.0 E28

電 気 機 械 器 具 2,365 0 13 2,352 20 0.9 E29

そ の 他 の 製 造 業 2,257 36 22 2,271 344 15.1 E32,20

E 一 括 分 １ 12,757 126 92 12,791 247 1.9 ES1

卸 売 業 8,900 40 40 8,900 412 4.6 I-1

小 売 業 11,783 35 223 11,595 4,695 40.5 I-2

医 療 業 5,603 126 60 5,669 917 16.2 P83

P 一 括 分 5,754 186 60 5,880 1,897 32.3 PS

前調査期間末
常用労働者数

増  　　　　　加
常用労働者数

減　　　　　　少
常用労働者数

本調査期間末
常用労働者数

産             業

「×」・・・調査産業対象事業所が少なく公表できない。

　　　　　　ただし調査産業計には含まれている。

「一括分」・・・概要９利用上の注意を参照。

「－｣・・・調査、集計を行っていない。
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第７表　産業別前調査期間末、増加、減少、及び本調査期間末常用労働者数並びにパートタイム労働者数 福井県

　　　　　及びパートタイム労働者比率（労働者数5人以上、女）
令和５年５月

うちパートタイム パートタイム 産業

労　 働　 者　 数 労働者比率
人 人 人 人 人 ％

調 査 産 業 計 154,873 2,582 1,939 155,516 67,771 43.6 TL

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 - - - - - - C

建 設 業 4,043 120 2 4,161 544 13.1 D

製 造 業 23,344 435 330 23,449 5,049 21.5 E

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 541 0 0 541 84 15.5 F

情 報 通 信 業 1,046 10 6 1,050 80 7.6 G

運 輸 業 , 郵 便 業 3,721 0 10 3,711 1,069 28.8 H

卸 売 業 ・ 小 売 業 31,836 757 240 32,353 21,485 66.4 I

金 融 業 ・ 保 険 業 4,007 27 0 4,034 846 21.0 J

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 776 64 4 836 154 18.4 K

学術研究 ,専門・技術サービス業 2,576 24 93 2,507 588 23.5 L

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 17,145 141 124 17,162 15,591 90.8 M

生活関連サービ ス業 ,娯楽業 4,722 94 100 4,716 3,571 75.7 N

教 育 ， 学 習 支 援 業 11,664 34 51 11,647 4,324 37.1 O

医 療 , 福 祉 38,611 740 748 38,603 9,867 25.6 P

複 合 サ ー ビ ス 事 業 1,478 9 47 1,440 494 34.3 Q

サービス業（他に分類されないもの） 9,363 127 184 9,306 4,025 43.3 R

食 料 品 ・ た ば こ 2,741 47 110 2,678 1,153 43.1 E09,10

繊 維 工 業 5,964 157 49 6,072 761 12.5 E11

印 刷 ・ 同 関 連 業 702 62 4 760 385 50.7 E15

化 学 、 石 油 ・ 石 炭 1,175 10 0 1,185 214 18.1 E16,17

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 2,063 54 12 2,105 407 19.3 E18

窯 業 ・ 土 石 製 品 178 0 0 178 3 1.7 E21

金 属 製 品 製 造 業 962 19 34 947 235 24.8 E24

電 子 ・ デ バ イ ス 3,233 6 40 3,199 357 11.2 E28

電 気 機 械 器 具 873 0 8 865 55 6.4 E29

そ の 他 の 製 造 業 2,478 40 42 2,476 988 39.9 E32,20

E 一 括 分 １ 2,975 40 31 2,984 491 16.5 ES1

卸 売 業 8,416 56 22 8,450 3,253 38.5 I-1

小 売 業 23,420 701 218 23,903 18,232 76.3 I-2

医 療 業 18,870 245 180 18,935 2,850 15.1 P83

P 一 括 分 19,741 495 568 19,668 7,017 35.7 PS

前調査期間末
常用労働者数

増  　　　　　加
常用労働者数

減　　　　　　少
常用労働者数

本調査期間末
常用労働者数

産             業

「×」・・・調査産業対象事業所が少なく公表できない。

　　　　　　ただし調査産業計には含まれている。

「一括分」・・・概要９利用上の注意を参照。

「－｣・・・調査、集計を行っていない。
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第８表　産業別前調査期間末、増加、減少、及び本調査期間末常用労働者数並びにパートタイム労働者数 福井県

　　　　　及びパートタイム労働者比率（労働者数30人以上、男女計）
令和５年５月

うちパートタイム パートタイム 産業

労　 働　 者　 数 労働者比率
人 人 人 人 人 ％

調 査 産 業 計 166,295 2,161 2,119 166,337 38,013 22.9 TL

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 - - - - - - C

建 設 業 5,959 30 71 5,918 53 0.9 D

製 造 業 52,282 618 522 52,378 4,300 8.2 E

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 3,124 17 16 3,125 31 1.0 F

情 報 通 信 業 3,547 17 9 3,555 117 3.3 G

運 輸 業 , 郵 便 業 8,587 45 76 8,556 660 7.7 H

卸 売 業 ・ 小 売 業 18,480 311 246 18,545 9,468 51.1 I

金 融 業 ・ 保 険 業 2,787 27 9 2,805 125 4.5 J

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 570 15 11 574 182 31.7 K

学術研究 ,専門・技術サービス業 3,792 84 111 3,765 321 8.5 L

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 6,912 276 213 6,975 5,865 84.1 M

生活関連サービ ス業 ,娯楽業 2,783 23 95 2,711 2,219 81.9 N

教 育 ， 学 習 支 援 業 11,927 53 66 11,914 2,969 24.9 O

医 療 , 福 祉 31,455 423 392 31,486 6,971 22.1 P

複 合 サ ー ビ ス 事 業 2,017 23 18 2,022 642 31.8 Q

サービス業（他に分類されないもの） 12,073 199 264 12,008 4,090 34.1 R

食 料 品 ・ た ば こ 2,663 56 61 2,658 1,038 39.1 E09,10

繊 維 工 業 9,069 114 68 9,115 622 6.8 E11

印 刷 ・ 同 関 連 業 558 2 5 555 127 22.9 E15

化 学 、 石 油 ・ 石 炭 3,413 29 25 3,417 252 7.4 E16,17

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 4,543 76 25 4,594 388 8.4 E18

窯 業 ・ 土 石 製 品 642 0 5 637 13 2.0 E21

金 属 製 品 製 造 業 2,514 19 14 2,519 206 8.2 E24

電 子 ・ デ バ イ ス 10,970 80 119 10,931 824 7.5 E28

電 気 機 械 器 具 2,749 0 21 2,728 75 2.7 E29

そ の 他 の 製 造 業 3,132 76 64 3,144 366 11.6 E32,20

E 一 括 分 １ 12,029 166 115 12,080 389 3.2 ES1

卸 売 業 6,373 96 62 6,407 997 15.6 I-1

小 売 業 12,107 215 184 12,138 8,471 69.8 I-2

医 療 業 18,110 221 240 18,091 2,799 15.5 P83

P 一 括 分 13,345 202 152 13,395 4,172 31.1 PS

前調査期間末
常用労働者数

増  　　　　　加
常用労働者数

減　　　　　　少
常用労働者数

本調査期間末
常用労働者数

産             業

「×」・・・調査産業対象事業所が少なく公表できない。

　　　　　　ただし調査産業計には含まれている。

「一括分」・・・概要９利用上の注意を参照。

「－｣・・・調査、集計を行っていない。
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第９表　産業別前調査期間末、増加、減少、及び本調査期間末常用労働者数並びにパートタイム労働者数 福井県

　　　　　及びパートタイム労働者比率（労働者数30人以上、男）
令和５年５月

うちパートタイム パートタイム 産業

労　 働　 者　 数 労働者比率
人 人 人 人 人 ％

調 査 産 業 計 87,958 927 1,083 87,802 10,441 11.9 TL

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 - - - - - - C

建 設 業 5,071 25 69 5,027 20 0.4 D

製 造 業 35,300 314 326 35,288 1,323 3.7 E

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 2,636 17 16 2,637 0 0.0 F

情 報 通 信 業 2,665 13 9 2,669 50 1.9 G

運 輸 業 , 郵 便 業 6,562 45 66 6,541 134 2.0 H

卸 売 業 ・ 小 売 業 7,323 75 123 7,275 1,862 25.6 I

金 融 業 ・ 保 険 業 679 0 9 670 9 1.3 J

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 232 8 7 233 28 12.0 K

学術研究 ,専門・技術サービス業 2,973 60 77 2,956 140 4.7 L

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 2,355 135 89 2,401 1,801 75.0 M

生活関連サービ ス業 ,娯楽業 969 19 74 914 651 71.2 N

教 育 ， 学 習 支 援 業 6,259 19 15 6,263 1,205 19.2 O

医 療 , 福 祉 8,327 96 120 8,303 1,796 21.6 P

複 合 サ ー ビ ス 事 業 1,310 14 3 1,321 254 19.2 Q

サービス業（他に分類されないもの） 5,297 87 80 5,304 1,168 22.0 R

食 料 品 ・ た ば こ 963 9 27 945 182 19.3 E09,10

繊 維 工 業 5,192 19 35 5,176 93 1.8 E11

印 刷 ・ 同 関 連 業 279 1 1 279 31 11.1 E15

化 学 、 石 油 ・ 石 炭 2,290 19 25 2,284 38 1.7 E16,17

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 2,936 22 13 2,945 79 2.7 E18

窯 業 ・ 土 石 製 品 522 0 5 517 10 1.9 E21

金 属 製 品 製 造 業 1,929 8 14 1,923 93 4.8 E24

電 子 ・ デ バ イ ス 7,737 74 79 7,732 467 6.0 E28

電 気 機 械 器 具 1,876 0 13 1,863 20 1.1 E29

そ の 他 の 製 造 業 1,511 36 22 1,525 182 11.9 E32,20

E 一 括 分 １ 10,065 126 92 10,099 128 1.3 ES1

卸 売 業 3,506 40 40 3,506 298 8.5 I-1

小 売 業 3,817 35 83 3,769 1,564 41.5 I-2

医 療 業 4,886 51 60 4,877 754 15.5 P83

P 一 括 分 3,441 45 60 3,426 1,042 30.4 PS

前調査期間末
常用労働者数

増  　　　　　加
常用労働者数

減　　　　　　少
常用労働者数

本調査期間末
常用労働者数

産             業

「×」・・・調査産業対象事業所が少なく公表できない。

　　　　　　ただし調査産業計には含まれている。

「一括分」・・・概要９利用上の注意を参照。

「－｣・・・調査、集計を行っていない。
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第１０表　産業別前調査期間末、増加、減少、及び本調査期間末常用労働者数並びにパートタイム労働者数 福井県

　　　　　　及びパートタイム労働者比率（労働者数30人以上、女）
令和５年５月

うちパートタイム パートタイム 産業

労　 働　 者　 数 労働者比率
人 人 人 人 人 ％

調 査 産 業 計 78,337 1,234 1,036 78,535 27,572 35.1 TL

鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 - - - - - - C

建 設 業 888 5 2 891 33 3.7 D

製 造 業 16,982 304 196 17,090 2,977 17.4 E

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 488 0 0 488 31 6.4 F

情 報 通 信 業 882 4 0 886 67 7.6 G

運 輸 業 , 郵 便 業 2,025 0 10 2,015 526 26.1 H

卸 売 業 ・ 小 売 業 11,157 236 123 11,270 7,606 67.5 I

金 融 業 ・ 保 険 業 2,108 27 0 2,135 116 5.4 J

不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 338 7 4 341 154 45.2 K

学術研究 ,専門・技術サービス業 819 24 34 809 181 22.4 L

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 4,557 141 124 4,574 4,064 88.9 M

生活関連サービ ス業 ,娯楽業 1,814 4 21 1,797 1,568 87.3 N

教 育 ， 学 習 支 援 業 5,668 34 51 5,651 1,764 31.2 O

医 療 , 福 祉 23,128 327 272 23,183 5,175 22.3 P

複 合 サ ー ビ ス 事 業 707 9 15 701 388 55.3 Q

サービス業（他に分類されないもの） 6,776 112 184 6,704 2,922 43.6 R

食 料 品 ・ た ば こ 1,700 47 34 1,713 856 50.0 E09,10

繊 維 工 業 3,877 95 33 3,939 529 13.4 E11

印 刷 ・ 同 関 連 業 279 1 4 276 96 34.8 E15

化 学 、 石 油 ・ 石 炭 1,123 10 0 1,133 214 18.9 E16,17

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 1,607 54 12 1,649 309 18.7 E18

窯 業 ・ 土 石 製 品 120 0 0 120 3 2.5 E21

金 属 製 品 製 造 業 585 11 0 596 113 19.0 E24

電 子 ・ デ バ イ ス 3,233 6 40 3,199 357 11.2 E28

電 気 機 械 器 具 873 0 8 865 55 6.4 E29

そ の 他 の 製 造 業 1,621 40 42 1,619 184 11.4 E32,20

E 一 括 分 １ 1,964 40 23 1,981 261 13.2 ES1

卸 売 業 2,867 56 22 2,901 699 24.1 I-1

小 売 業 8,290 180 101 8,369 6,907 82.5 I-2

医 療 業 13,224 170 180 13,214 2,045 15.5 P83

P 一 括 分 9,904 157 92 9,969 3,130 31.4 PS

前調査期間末
常用労働者数

増  　　　　　加
常用労働者数

減　　　　　　少
常用労働者数

本調査期間末
常用労働者数

産             業

「×」・・・調査産業対象事業所が少なく公表できない。

　　　　　　ただし調査産業計には含まれている。

「一括分」・・・概要９利用上の注意を参照。

「－｣・・・調査、集計を行っていない。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第１１表　産業別、就業形態別常用労働者一人平均月間現金給与総額、きまって支給する給与、所定内給与、 福井県

超過労働給与及び特別に支払われた給与（労働者数5人以上）
令和５年５月

     ◇  「きまって支給する給与」は、２４９，８７７円で対前年同月比１．５％の減少

　　　　　第１２表　産業別、就業形態別常用労働者一人平均月間出勤日数、総実労働時間数、所定内労働時間数
　 　　　　　及び所定外労働時間数（労働者数5人以上）

　　第１３表　産業別、就業形態別前調査期間末、増加、減少及び本調査期間末常用労働者数（労働者数5人以上）

特別に支払われた給与 現金給与総額 きまって支給する給与 所定内給与 超過労働給与 特別に支払われた給与

一般労働者 パートタイム労働者

産             業
現金給与総額 きまって支給する給与 所定内給与 超過労働給与

製 造 業 309,089 300,410 276,124 24,286

円 円 円 円

調 査 産 業 計 317,134 310,856 289,391 21,465 6,278

円 円 円 円 円 円

8,679 116,480 115,670 111,893 3,777 810

102,766 102,511 100,470 2,041 255

医 療 , 福 祉 311,917 311,433 290,130 21,303

卸 売 業 , 小 売 業 297,692 279,502 267,695 11,807

484 137,954 137,775 133,902 3,873 179

97,896 97,565 96,937 628 33118,190

産             業
出勤日数 総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間 出勤日数

一般労働者 パートタイム労働者

総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間

日 時間 時間 時間 日 時間 時間 時間

調 査 産 業 計 19.0 157.3 145.9 11.4 14.9 87.2 85.8 1.4

100.9 98.0 2.9

卸 売 業 , 小 売 業 19.1 156.9 149.0 7.9 16.2 90.5

製 造 業 17.9 150.0 138.5 11.5 16.6

1.2

90.1 0.4

医 療 , 福 祉 19.6 155.4 150.7 4.7 15.7 97.8 96.6

一般労働者 パートタイム労働者

産             業 前調査期間末 増　　　　　　加 減　　　　　　少 本調査期間末 前調査期間末 増　　　　　　　　　加 減　　　　　　　　　少 本調査期間末

一般労働者数 一般労働者数 一般労働者数 一般労働者数 パートタイム労働者 パートタイム労働者 パートタイム労働者 パートタイム労働者
人 人 人 人 人 人 人 人

2,076 1,617 90,764

製 造 業 63,072 738 556 63,251 7,111 179

調 査 産 業 計 218,090 3,075 1,994 218,943 90,077

199 7,094

26,592

医 療 , 福 祉 37,305 656 538 37,471 12,663 396 330 12,681

卸 売 業 , 小 売 業 26,248 334 327 26,256 26,271 498 176
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第１４表　産業別、就業形態別常用労働者一人平均月間現金給与総額、きまって支給する給与、
　　　　　所定内給与、超過労働給与及び特別に支払われた給与（労働者数30人以上）

令和５年５月

　　　　第１５表　産業別、就業形態別常用労働者一人平均月間出勤日数、総実労働時間数、所定内労働時間数
　 　　　及び所定外労働時間数（労働者数30人以上）

　　　　　　　　　　　　第１６表　産業別、就業形態別前調査期間末、増加、減少及び本調査期間末常用労働者数（労働者数30人以上）

一般労働者 パートタイム労働者

福井県

特別に支払われた給与

円 円 円 円 円

産             業
現金給与総額 きまって支給する給与 所定内給与 超過労働給与 特別に支払われた給与

調 査 産 業 計 333,826 327,231 300,185 27,046

現金給与総額 きまって支給する給与 所定内給与 超過労働給与

6,595 111,215 110,711 107,413 3,298 504

円 円 円 円 円

卸 売 業 , 小 売 業 328,124 282,013 263,701 18,312

製 造 業 319,485 315,322 286,978 28,344

46,111 118,882 118,027 116,691 1,336 855

119,552 118,215 113,158 5,057 1,3374,163

149,885 149,885 144,208 5,677 0医 療 , 福 祉 335,113 335,113 307,837 27,276 0

一般労働者 パートタイム労働者

産             業
出勤日数 総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間 出勤日数 総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間

日 時間 時間 時間 日 時間 時間 時間

調 査 産 業 計 18.7 158.8 145.0 13.8 15.0 88.4 86.8 1.6

103.3 99.6 3.7

卸 売 業 , 小 売 業 19.2 165.9 153.2 12.7 17.3 105.2

製 造 業 17.6 149.2 136.4 12.8 17.0

1.0

104.3 0.9

医 療 , 福 祉 19.7 159.4 153.5 5.9 15.1 92.0 91.0

パートタイム労働者 パートタイム労働者
人 人

一般労働者 パートタイム労働者

産             業 前調査期間末 増　　　　　　加 減　　　　　　少 本調査期間末 前調査期間末 増　　　　　　　　　加 減　　　　　　　　　少 本調査期間末

人 人 人 人 人 人

一般労働者数 一般労働者数 一般労働者数 一般労働者数 パートタイム労働者 パートタイム労働者

38,013

製 造 業 47,976 562 455 48,078 4,306 56 67 4,300

調 査 産 業 計 128,275 1,204 1,202 128,324 38,020 957 917

167 6,971

198 141 9,468

医 療 , 福 祉 24,561 151 225 24,515 6,894 272

卸 売 業 , 小 売 業 9,069 113 105 9,077 9,411
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◇◆◇ 毎月勤労統計調査地方調査について ◇◆◇ 
 

 

１ 調査の目的 

毎月勤労統計調査は、賃金・労働時間・雇用の毎月の変動を明らかにすることを目的として、厚生

労働省が都道府県を通して実施する、統計法に基づく基幹統計です。 

このうち、福井県における毎月の変動を毎月勤労統計調査地方調査として集計公表しています。 

 

２ 調査の対象 

この調査は日本産業分類に定める鉱業,採石業,砂利採取業、建設業、製造業、電気･ガス･熱供給･水

道業、情報通信業、運輸業,郵便業、卸売業･小売業、金融業･保険業、不動産業,物品賃貸業、学術研

究,専門・技術サービス業、宿泊業,飲食サービス業、生活関連サービス業,娯楽業、教育,学習支援業、

医療,福祉、複合サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）に属し、常用労働者を５人以上

雇用している、民営･公営のうち、厚生労働大臣の指定する事業所（福井県内では約５５０）が対象と

なっています。 

 

３ 調査期間 

 調査期間は、前月の給与締切日の翌日から、本月の給与締切日までの１ヶ月間です。 

 

４ 調査区分 

区分 第一種事業所に係る調査 第二種事業所に係る調査 

事業所規模 常用労働者３０人以上 常用労働者５～２９人 

抽出方法 総務省統計局が行う経済センサスの結果

をもとに、産業、事業所規模別に、所定

の抽出率で無作為に抽出 

経済センサスの調査区をもとに、毎勤第

二種指定調査区を選定 

次に、選定した指定調査区について５～

２９人規模の事業所名簿を作成し、産業

別に、所定の抽出率で無作為に抽出 

調査事業所数 約３４０事業所 ２１０事業所 

調査期間 原則３年間 原則１８ヶ月間 

調査対象交替 平成３０年から：毎年 1月に部分入替 ３組に分け、６ヶ月ごとに１組（約７０

事業所）ずつローテーション方式で交替 

 

５ 調査事項の用語の説明 

現金給与総額 賃金、給与、手当、賞与その他の名称の如何を問わず、労働の対償とし

て使用者が常用労働者に通貨で支払うもの。 

労働者が負担すべき所得税、住民税、社会保険料等を含む。 

退職金は含めない。 

「現金給与総額」＝「きまって支給する給与」＋「特別に支払われた給与」 

 きまって支給する給与 労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算

定方法によって支給される給与のこと。基本給の他、業績給、家族手当、

住宅手当、通勤手当、職務手当、超過勤務手当、休日出勤手当など。 

  所定内給与 「きまって支給する給与」から「超過労働給与」を除いたもの。 

  超過労働給与 所定の労働時間を超える労働に対して支給される給与や、休日労働、深

夜労働に対して支給される給与のこと。残業手当、休日出勤手当、深夜

手当など。 

 特別に支払われた給与 次の給与のこと。 

・賞与 

・ベースアップが行われた場合の差額追給分 

・３ヶ月を超える期間で算定される給与 

・一時的突発的な事由により支給された給与 

総実労働時間 調査期間中に、労働者が実際に労働した時間数のこと。 

「総実労働時間」＝「所定内労働時間」＋「所定外労働時間」 
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 所定内労働時間 所定の労働時間帯において、実際に働いた労働時間数のこと。 

 所定外労働時間 所定の労働時間帯以外の、早出、残業、休日出勤等の労働時間数のこと。 

出勤日数 調査期間中に、労働者が実際に出勤した日数のこと。 

１時間でも就業すれば出勤日となる。 

常用労働者 次のいずれかに該当する労働者のこと。 

・期間を定めずに雇われている者 

・１ヶ月以上の期間を定めて雇われている者 

社長は含めない。役員、事業主の家族は、一般従業員と同じ給与規則・

条件で給与の算定を受けている場合のみ含む。 

派遣労働者は、雇用関係にある労働者派遣事業所の労働者となる。 

「常用労働者」＝「一般労働者」＋「パートタイム労働者」 

 一般労働者 「常用労働者」のうち「パートタイム労働者」でない労働者のこと。 

 パートタイム労働者 常用労働者のうち、次のいずれかに該当する労働者のこと。 

・当該事業所の一般の労働者と比べ、１日の所定労働時間が短い者 

・当該事業所の一般の労働者と比べ、１日の所定労働時間が同じで、 

１週の所定労働日数が少ない者 

入職率・離職率 前月末労働者数に対する、調査期間中の入職・離職者数の割合のこと。 

ただし、入職・離職者には、同一企業内での事業所間の異動も含む。 

 

６ 調査結果の算定 

この調査結果の数値は、調査票の集計をもとにして本県の規模５人以上のすべての事業所に対応す

るように復元して算定したものです。 

 

７ 指数の作成 

 この調査では、産業間、規模間における長期的な時系列比較を容易にすること目的として、特定の

年（「基準年」という。現在の基準時は令和２年）の平均（「基準数値」という。）を１００とする指数

を作成しています。対前年比、対前年同月比は、この指数をもとに算定しています。  

・名目指数（賃金指数、労働時間指数、常用労働指数）＝各月の調査結果の実数÷基準数値×１００ 

・実質賃金指数＝名目賃金指数÷福井市の消費者物価指数×１００ 

・対前年同月比＝（当月の指数÷前年同月の指数－１）×１００ 

  

 令和４年１月分調査結果公表時点で基準年を平成２７年から令和２年に更新し、過去に遡って指数

を改訂しました。ただし、過去の増減率は改訂していないため、改訂後の指数で計算したものと一致

しないことがあります。 

 

８ 抽出替えと調査結果の接続方法について 

 第一種事業所については、経済センサスの結果をもとに、原則約３年ごとに調査対象事業所の総入

れ替えを行っていましたが、毎年 1 月分調査時に部分入替を行う方式に変更されました。直近では、

令和４年１月に、平成２８年に行われた経済センサス活動調査の結果をもとに、抽出替えを行ってい

ます。

 賃金・労働時間指数とその増減率は、総入れ替え方式のときに行っていた過去に遡った改訂は行い

ません。常用雇用指数とその増減率は、労働者推計のベンチマークが令和４年１月分調査で更新され

たことに伴い、過去に遡って改訂しています。 

 

９ 利用上の注意 

（１）鉱業、採石業、砂利採取業については、福井県では調査、集計を行っていません。 

（２）製造業および医療,福祉中分類にも単独では表章していない産業がありますが、一括分およびそ

れぞれの業の計に含めて表章しています。 

  ・Ｅ（製造業）一括分１ 木材・木製品、家具・装備品、パルプ・紙、ゴム製品、鉄鋼業、非鉄

金属製造業、はん用機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具、情報通信機械器具、輸送用機

械器具  

  ・Ｐ（医療,福祉）一括分 保健衛生、社会保険・社会福祉・介護事業          
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旧産業との接続

TL 調査産業計 ○ TL 調査産業計
C 鉱業,採石業,砂利採取業 ◎ D 鉱業
D 建設業 ◎ E 建設業
E 製造業 ◎ F 製造業
F 電気・ガス・熱供給・水道業 ◎ G 電気・ガス・熱供給・水道業
G 情報通信業 ▲ H 情報通信業
H 運輸業,郵便業 ▲ I 運輸業
I 卸売業・小売業 ▲ J 卸売・小売業
J 金融業・保険業 ◎ K 金融・保険業
K 不動産業,物品賃貸業 × L 不動産業
L 学術研究,専門・技術サービス業 × Q サービス業（他に分類されないもの）
M 宿泊業,飲食サービス業 × M 飲食店,宿泊業
N 生活関連サービス業,娯楽業 × Q サービス業（他に分類されないもの）
O 教育，学習支援業 ▲ O 教育，学習支援業
P 医療,福祉 ○ N 医療，福祉
Q 複合サービス事業 ▲ P 複合サービス事業
R サービス業（他に分類されないもの） × Q サービス業（他に分類されないもの）

接続する産業 接続しない産業
◎：完全に対応する産業 ×：その他の対応
○：常用労働者の変動が0.1％以内の対応

△：常用労働者の変動が1.0％以内の対応
▲：常用労働者の変動が3.0％以内の対応

別表１　新・旧産業分類（大分類）接続対応表

新産業分類H22.1～ 平成21年以前の表章産業（旧産業分類）

（３）指数、対前年（同月）比は、調査対象事業所の抽出替え等にともなって、今後改訂されること

があります。 

（４）実数値については改訂を行いません。そのため、公表されている対前年比および対前年同月比

（指数によって算出）は、実数から計算した増減率とは必ずしも一致しません。時系列比較をす

る際は注意が必要です。 

（５）各項目ごとに小数点以下１位または２位を四捨五入したため、個々の数値を合算して得た数値

とは必ずしも一致しません。 

（６）当月又は前年同月の実数のどちらかが０の場合、対前年同月増減率は 0.0％と表記しています。 

（７）この報告書において、符号の用法は次のとおりです。 

「－」該当なし 

「×」調査客体が少なく公表できない 

「△」減少 

（８）調査対象事業所の入れ替えを、規模５～２９人区分で半年ごと（毎年１、７月）に１/３ずつ、

規模３０人以上区分で平成３１年１月、令和２年 1 月に１/２ずつ行っており、対前年同月比に

影響を及ぼす場合があります。 

 

１０ 新産業分類への移行について 
 日本標準産業分類が平成１９年１１月に改訂されたことに伴い、平成２２年１月分結果から新産業

分類に基づく集計結果を公表しています。そのため、平成２１年以前の結果との接続は、常用労働者

の変動が新・旧間で一定以内に収まる産業について行っています。（別表１）。 
  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１１ 調査結果の公表 

 調査結果については、５人以上、３０人以上、５人～２９人、３０人～９９人、１００人以上の事

業所規模区分ごとに集計しています。掲載していない区分の調査結果についても照会に応じます。
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福井商工会議所 中小企業総合支援センター 

景気見通し調査 

調査結果 
令和５年６月期 

特別調査【今年度の賃上げの状況】 
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従業員数 製造業 建設業 小売業 卸売業 サービス業 合計 

5名以内 49 68 43 40 82 282(60.8%) 

6～10名以内 35 12 13 10 12 82(17.7%) 

11名以上 40 23 7 13 17 100(21.5%) 

小 計 124(26.7%) 103(22.2%) 63(13.6%) 63(13.6%) 111(23.9%) 464(100.0%) 

ＤＩ値とは…ディフュージョン・インデックス(Diffusion Index)の略で、景気動向を示す指標。「良い」「上昇した」とする企業割合から、「悪い」「下落した」

とする企業割合を差し引いた値。「現在」ＤＩ値は 3ヵ月前を基準とした現在の状況、「先行」ＤＩ値は今後 3ヵ月後の状況を予測したもの。 

調査時期：令和５年５月２９日(月)～６月８日(木) 

調査方法：ＦＡＸによる送付・回収及び Googleフォームによる回答 

調査対象：福井商工会議所の会員 小規模事業所を中心に 2 ,209件を抽出 

     （製造業・建設業・その他･･･従業員２０人以下の事業所 

卸売業・小売業・サービス業･･･従業員５人以下の事業所） 

回 答 数：464件（回答率 21.0%） 

【調査の概要】 

当調査は、福井商工会議所管内の小規模事業所を中心とした短期的な景気動向を把握するため、 

毎年３月・６月・９月・１２月の年４回実施している。 
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再び改善傾向に転じ、コロナ前の水準を上回

る。 

5期連続で改善。卸売業で改善顕著、業種で差

も見られる。 

悪化傾向から再び改善に向かうも先行きは悪化

の見通し。 

5期連続で上昇、仕入価格の上昇やコスト高の

影響も大きく。 

令和 3年 3月期以降の悪化から改善に転じる。

依然として高い水準が続く。 

改善傾向。ほとんどの業種で改善するも先行き

は悪化の見通し。 

 

 

 

①業界の景況                         ②自社の景況                       ③売上高（受注高）  

 

 

 

 

④販売価格                          ⑤仕入価格                         ⑥採算（収支）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【調査結果の概要】 

前回の悪化傾向から改善傾向へ、景況はコロナ前（令和元年 12月）の水準を上回る 

【特別調査「今年度の賃上げの状況」の概要】 

○賃上げの実施状況は、「実施している（予定を含む）」が 48.3％と半数近くを占め、「実施しない（予定を含む）」が 32.6％となり、令和 4年 12月期

と比べて実施の有無の割合が逆転し、実際には賃上げを実施した事業所が多かった。 

○賃上げを実施している理由は、「人材確保、従業員定着のため」が 65.6％と最も多く、「物価上昇に対応するため」の 55.0％を上回り、実施しない理

由は、「経営環境・経済状況の見通しが立たないため」が 57.0％と最多だった。 

○賃上げ率は、「2～3％台」が 34.6％と最も多く、次いで「4～5％台」が 30.4％、「2％未満」が 17.5％と続いた。売上高、採算との相関関係では、状

況が良くなるほど賃上げ率は上昇する傾向が見られた。 

○賃上げ率を前年と比較すると、回答した 157社では「前年を上回る」が 94社（62.3％）と全体の 6割を超え、「前年と同程度」の 57社（37.7％）を

上回った。 
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①―業界の景況― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【改善傾向へ、コロナ前の水準を回復するも依然として大幅なマイナス】 
業界全体の現在 DI値は、▲35.5（+4.9ポイント）と前回調査（令和 5年 3月期）の悪化傾向から再び改善傾向に転じ、コロナ前の水準を上回った

ものの依然として大幅なマイナスが続いている結果となった。尚、先行 DI値は▲33.7（+1.8ポイント）と改善が続く見通しで、5月に新型コロナウ

イルス感染症が 5類に引き下げられ経済社会活動が正常化する中で、景気回復への期待感が現れた。 

業種別にみると、現在 DI値は卸売業で▲37.7（+18.2ポイント）、小売業で▲54.8（+7.0ポイント）、製造業で▲40.0（+5.1ポイント）、サービス

業で▲-30.6（+0.7ポイント）と改善した。卸売業の事業所からは「コロナ前の水準に戻ってはいないが、個人消費の高まりによりサービス業関係へ

の販売は回復しつつある」といった声が聞かれた。一方、建設業は現在 DI値が▲22.5(-2.3ポイント)と全業種の中で唯一悪化し、先行 DI値も▲

27.2（-4.7ポイント）と悪化が続く見通しで、後述する仕入価格の高止まりや慢性的な人手不足なども影響していると推察された。 

① 業界の景況 

2023年 4～6月（今期） 2023年 7～9月（見通し） 

現在ＤＩ値 変化幅 先行ＤＩ値 
変化幅 

(先行ＤＩ－現在ＤＩ) 

全業種 -35.5 4.9  -33.7 1.8  

製造業 -40.0 5.1  -32.5 7.5  

建設業 -22.5 -2.3  -27.2 -4.7  

小売業 -54.8 7.0  -51.6 3.2  

卸売業 -37.7 18.2  -41.9 -4.2  

サービス業 -30.6 0.7  -26.0 4.6  
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-40.0 

-33.6 

-41.1 

-61.2 

-83.3 

-72.0 

-59.0 

-59.0 

-49.6 
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-41.2 

-53.4

-47.7 

-47.0 

-38.3 

-40.4 

-35.5 

-90.0

-80.0

-70.0

-60.0

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

業界の景況

現在

先行（3ヵ月後）

-33.7
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②―自社の景況― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 自社の景況 

2023年 4～6月（今期） 2023年 7～9月（見通し） 

現在ＤＩ値 変化幅 先行ＤＩ値 
変化幅 

(先行ＤＩ－現在ＤＩ) 

全業種 -29.5 1.8 -31.6 -2.1 

製造業 -30.6 3.0 -29.2 1.4 

建設業 -14.7 -3.6 -23.3 -8.6 

小売業 -46.0 -0.4 -46.0 0.0 

卸売業 -25.4 26.1 -38.1 -12.7 

サービス業 -35.2 -9.1 -29.8 5.4 

【改善傾向続く、業種で差も】 
自社の景況は、現在 DI値が▲29.5（+1.8ポイント）と大幅なマイナスではあるが 5期連続で改善し、前述した①の業界の景況と同様にコロナ前の

水準を上回った。一方、先行 DI値は▲31.6（-2.1ポイント）と悪化の見通しとなった。 

業種別にみると、卸売業は現在 DI値が▲25.4（+26.1ポイント）となり、①の業界の景況と同様に大幅に改善した。事業所からは「海外での生産

が回復したことで日本国内にも商品が流通し、販売しやすい環境になっている」との回答があった。その一方で、サービス業は現在 DI値が▲35.2（-

9.1ポイント）と悪化し、自動車整備・販売関連の事業所からは「半導体不足の影響で新車の納期の見通しが全く立たず、購入希望者が激減してい

る」といった声も聞かれた。 
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自社の景況
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③―売上高（受注高） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【再び改善傾向へ、先行きは悪化の見通し】 
売上高（受注高）の現在 DI値は、▲23.9（+6.0ポイント）と前回の悪化傾向から再び改善に向かい、ここでもコロナ前の水準を上回った。しか

し、先行 DI値は▲28.7（-4.8ポイント）と下降し、先行きは悪化の見通しとなった。 

業種別にみると、卸売業は現在 DI値が▲12.7（+28.5ポイント）と前回の大幅な悪化傾向から改善に転じた。催事向けの製品を販売する事業所か

らは「新型コロナウイルス感染症が 5類に引き下げられるなどで催事が再開、増加しているため売上が伸びている」といった声もあり、経済社会活動

の正常化の影響が窺えた。一方、先行 DI値は▲27.0（-14.3ポイント）と悪化の見通しとなり、事業所からは「利益確保のために価格転嫁を行った

結果、見積額を他社と比較され、競合先に負けてしまうことが増えている」といった先行きの受注への不安の声が聞かれ、業種内で差が見られた。 

③ 売上高 

2023年 4～6月（今期） 2023年 7～9月（見通し） 

現在ＤＩ値 変化幅 先行ＤＩ値 
変化幅 

(先行ＤＩ－現在ＤＩ) 

全業種 -23.9 6.0 -28.7 -4.8 

製造業 -24.0 7.9 -28.3 -4.3 

建設業 -9.8 4.3 -19.6 -9.8 

小売業 -46.8 -0.5 -47.7 -0.9 

卸売業 -12.7 28.5 -27.0 -14.3 

サービス -30.6 -5.4 -26.2 4.4 
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-28.7
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④―販売価格― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【5期連続で上昇】 
販売価格の現在 DI値は、34.9（+3.3ポイント）と 5期連続で上昇し過去最高となったが、価格を上げて物価上昇分を吸収せざるを得ない状況も推察

された。一方、先行 DI値は 29.0（-5.9ポイント）と下降し、価格上昇は落ち着く見通しとなった。 

業種別にみると、現在 DI値は小売業で 41.0（+16.0ポイント）、製造業で 44.6（+11.3ポイント）とともに前回の悪化傾向から改善傾向となった。

事業者からは「仕入価格が上がっているので、販売価格を引き上げざるを得なかったが、その他のコストアップ分を転嫁できず、満足のいく販売価格で

はない」、「電気代、梱包材高騰の影響を強く受け、販売価格を上げている」といった声が聞かれ、一定の価格転嫁が行われ販売価格は上がっているが、

適正な販売価格までは設定できずに苦悩している様子も窺えた。 

④販売価格 

2023年 4～6月（今期） 2023年 7～9月（見通し） 

現在ＤＩ値 変化幅 先行ＤＩ値 
変化幅 

(先行ＤＩ－現在ＤＩ) 

全業種 34.9 3.3 29.0 -5.9 

製造業 44.6 11.3 28.0 -16.6 

建設業 29.4 -1.2 25.5 -3.9 

小売業 41.0 16.0 39.3 -1.7 

卸売業 49.2 -8.2 39.7 -9.5 

サービス業 17.0 -2.3 20.8 3.8 
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先行（3ヵ月後）

42



8 

 

⑤―仕入価格― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤仕入価格 

2023年 4～6月（今期） 2023年 7～9月（見通し） 

現在ＤＩ値 変化幅 先行ＤＩ値 
変化幅 

(先行ＤＩ－現在ＤＩ) 

全業種 -75.3 5.1 -68.4 6.9 

製造業 -77.9 7.1 -66.1 11.8 

建設業 -82.4 6.5 -76.5 5.9 

小売業 -72.6 0.9 -74.2 -1.6 

卸売業 -83.9 7.3 -69.4 14.5 

サービス業 -61.9 3.9 -58.6 3.3 

【依然として高い水準が続く】 
仕入価格の現在 DI値は、令和 3年 3月期以降、悪化（仕入価格の上昇）が続いてきたが▲75.3（+5.1ポイント）と改善（仕入価格が下降）し、先行

DI値も▲68.4（+6.9ポイント）と改善が続く見通しとなったが、依然として価格は上昇したままで悪化が続いている結果となった。 

業種別にみると、現在 DI値は全ての業種で改善し、卸売業で▲83.9（+7.3ポイント）、製造業で▲77.9（+7.1ポイント）、建設業で▲82.4（+6.5ポ

イント）と改善の幅が大きくなった。しかし、建設業の事業所からは「仕入価格の高止まりは続いており、その影響で工事が延期になったり、規模が

縮小されたりしている」といった声も聞かれ、引き続き仕入価格の動向を注視していく必要があると考えられた。尚、先行 DI値は小売業以外の業種で

改善が続く見通しとなった。 

-48.9 

-50.0 

-40.4 

-39.2 

-34.9 

-23.4 

-12.6 

-17.5 

-22.1
-14.9 

-44.2 

-52.3 

-57.8 

-67.2 
-77.5

-77.6 

-77.8

-80.4 

-75.3 
-68.4 

-90.0

-80.0

-70.0

-60.0

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

仕入価格

現在

先行（3ヵ月後）
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⑥―採算（収支）― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【再び改善傾向、建設業、製造業で大きく改善】 
採算（収支）状況を表す現在 DI値は、▲39.6（+6.4ポイント）と前回 3期ぶりに悪化したものの再び改善傾向となった。一方で、先行 DI値は▲43.2

（-3.6ポイント）と悪化する見通しとなった。 

業種別にみると、建設業は現在 DI値が▲27.7（+11.7ポイント）と大幅に改善し、事業所からは「自治体からの大きな仕事を請けることができたた

め利益率が改善した」といった声が聞かれた。また、「クラウドシステムの活用などによって無駄の削減や作業の効率化が図られ、労働生産性が向上し

て収支が改善した」といった DXにより採算が改善した例も見られた。他、製造業は現在 DI値が▲47.1（+9.5ポイント）と①、②の景況、③の売上高

に連動して改善傾向となった。 

⑥採算 

2023年 4～6月（今期） 2023年 7～9月（見通し） 

現在ＤＩ値 変化幅 先行ＤＩ値 
変化幅 

(先行ＤＩ－現在ＤＩ) 

全業種 -39.6 6.4 -43.2 -3.6 

製造業 -47.1 9.5 -52.9 -5.8 

建設業 -27.7 11.7 -32.4 -4.7 

小売業 -45.2 4.8 -46.8 -1.6 

卸売業 -38.1 7.5 -46.0 -7.9 

サービス業 -39.8 -0.7 -38.8 1.0 

-14.6 

-35.4 

-32.8 

-31.8 -36.5 

-46.4 

-69.3 

-62.2 

-47.4 

-48.7 

-39.1 

-47.7 

-44.7 

-49.7 

-54.9 

-47.4 

-43.6

-46.0 -43.2

-39.6 

-70.0

-60.0

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

採算（収支）

現在

先行（3ヵ月後）
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⑦―労働力―  

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

【4期ぶりに「不足」が減少】 
労働力については、「不足」が 34.4％（前回 37.5％）と 3.1 ポイント減少し、4 期ぶりに不足感がやや弱まったが、3 か月後は 37.0％（+2.4 ポイン

ト）と再び不足感が強まる見通しとなった。 

業種別にみると、建設業は「不足」が 46.6％（前回 58.6％）と 12.0ポイント減少し、後述する⑩の経営課題（内的要因）においても「人材確保・育

成」を課題に挙げる事業所が前回と比べ減少しており、不足感が弱まる結果となった。また、サービス業は「不足」が 40.4％（前回 38.6％）と 1.8ポ

イント増加し、全業種の中で唯一不足感が強まった。 

4.1 

4.1 

1.9 

4.8 

4.8 

5.5 

61.5

68.9 

51.5 

67.8

69.8 

54.1 

34.4 

27.0 

46.6 

27.4 

25.4 

40.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全業種

製造業

建設業

小売業

卸売業

サービス業

労働力の過不足感

過剰 過不足なし 不足

6.7

5.6

4.8

4.4

4.1

3.7

60.9

60.2

60.2

58.1

61.5

59.3

32.4

34.2

35.0

37.5

34.4

37.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R4.6

R4.9

R4.12

R5.3

R5.6（現在）

R5.9（見通し）

過去一年間における労働力の推移（全業種）

過剰 過不足なし 不足
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⑧―資金繰り― 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

【4期連続で「問題なし」が半数超】 
 現在の資金繰りの状況は、「問題なし」が 53.0％（+1.0ポイント）と増加し、4期連続で半数を超えた。しかし、3か月後は「問題なし」が 49.1％ 

（-3.9ポイント）、「やや苦しい」が 35.5％（+3.5ポイント）、「苦しい」が 15.4％（+0.4ポイント）と悪化する見通しで、引き続き動向を注視する必要

があると考えられた。 

 業種別にみると、「問題なし」は卸売業で 60.3％（+11.8ポイント）、サービス業で 55.0％（+2.3ポイント）と改善した一方、小売業は「苦しい」が

24.2％（+12.4ポイント）と大幅に増加し、事業者からは「コロナ禍で少なくなった人出は未だ戻らず、経費の増加も相まって資金繰りに支障をきたし

ている」といった声も聞かれた。 

53.0 

47.2 

57.3 

46.8

60.3 

55.0 

32.0 

37.4 

34.0 

29.0

23.8 

30.6 

15.0

15.4 

8.7 

24.2

15.9 

14.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全業種

製造業

建設業

小売業

卸売業

サービス業

資金繰り（現状）

問題なし やや苦しい 苦しい

55.8 

50.0 

51.1 

47.9 

49.4 

50.8 

52.2 

52.0 

53.0 

49.1 

29.2 

32.9 

32.3 

32.0 

33.0 

34.6 

32.9 

32.8 

32.0 

35.5 

15.0 

17.1 

16.6 

20.1 

17.6 

14.6 

14.9 

15.2

15.0

15.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

R3.6

R3.9

R3.12

R4.3

R4.6

R4.9

R4.12

R5.3

R5.6(現在）

R5.9(見通し）

資金繰りの推移（全業種）

問題なし やや苦しい 苦しい
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⑨―設備投資― 

 

 

 

 

 

   

   

 

 

 

 

 

【「計画あり」が微減、設備投資控えの傾向続く】 
今後 3か月以内の設備投資計画は、「投資計画あり」が 16.1％（-0.6ポイント）、「投資計画なし」は 83.9％（+0.6ポイント）と前回とあまり変化は

なく依然として設備投資を控える傾向が続いた。 

業種別にみると、「投資計画あり」はサービス業で 21.8％（+5.3ポイント）、小売業で 14.8％（+3.0ポイント）、卸売業で 12.9％（+2.5ポイント）と

増加した一方で、「投資計画なし」は建設業で 91.1％（+9.5ポイント）、製造業で 80.8％（+3.1ポイント）となり、業種で違いが見られた。 

また、「投資計画あり」と回答した事業所の投資内容では、「設備更新」が 45.9％（-10.1ポイント）と大幅に減少したが、これまでと同様に最多とな

った。次に「生産力の増強」が 28.4％（+4.4ポイント）と多く、「IT・情報化」が 25.7％（+3.0ポイント）と続いた。尚、「IT・情報化」の内容では、

今年 10月のインボイス制度導入に向けた販売管理システムの変更などが挙げられた。 

45.9

28.4

25.7

18.9

2.7

56.0

24.0

22.7

21.3

0.0

56.9

25.9

22.4

19.0

6.9

57.4

32.8

23.0

27.9

9.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

設備更新

生産力増強

IT・情報化

合理化・省力化

コロナ対策

設備投資の内容

R5.6 R5.3 R4.12 R4.9

（複数回答）

16.1 
16.7 

19.2 
22.3 

8.9 
18.4 

14.8 
11.8 

12.9 
10.4 

21.8 
16.5 

83.9 
83.3 

80.8 
77.7 

91.1 
81.6 

85.2 
88.2 

87.1 
89.6 

75.9 
83.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全業種 R5.6
R5.3

製造業 R5.6
R5.3

建設業 R5.6
R5.3

小売業 R5.6
R5.3

卸売業 R5.6
R5.3

サービス業 R5.6
R5.3

設備投資計画

ある ない

47



13 

 

⑩―経営課題（内的要因）― 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 
 
 
 

【「人材確保・育成」が 3期連続で最多】 
内的要因における経営上の課題は、「人材確保・育成」が 46.3％（+2.9ポイント）と 3期連続で最も多かった。次いで「受注・販売量不足」が 38.8％ 

（-4.4ポイント）、「価格の適正化」が 35.3％（-1.0ポイント）と続いた。尚、後述する特別調査において、賃上げを実施している理由は「人材確保、従

業員定着のため」が最多で、最近の賃上げの背景には人材確保という経営課題も関係していると考えられた。 

業種別にみると、「人材確保・育成」を挙げる回答は建設業で 58.0％（-6.2ポイント）、サービス業で 50.5％（+8.2ポイント）、製造業で 46.3％（+4.0

ポイント）と経営課題として最も多く挙げられた。また、「受注・販売量不足」は小売業で 54.8％（-8.3ポイント）、卸売業で 44.4％（-3.4ポイント）と

ポイントは減少したものの最多だった。 

46.3%

38.8%

35.3%

31.9%

26.8%

24.2%

20.4%

13.1%

18.2%

12.6%
1.3%

43.4%

43.2%

36.3%

30.7%

29.2%

22.9%

19.4%

13.4%

12.0%

11.8%
5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

人材確保・育成

受注・販売量不足

価格の適正化

営業力不足

人件費等のコストアップ

後継者育成

資金調達

新技術・商品の開発

働き方改革への対応

仕入・販売先との取引条件悪化

新型コロナウイルスへの対応

経営上の課題（内的要因）

R5.6 R5.3

（複数回答）

人材確保・

育成

受注・

販売量不足
価格の適正化 営業力不足

R5.6 46.3% 38.8% 35.3% 31.9%

R5.3 43.4% 43.2% 36.3% 30.7%

R5.6 46.3% 44.6% 43.0% 31.4%

R5.3 42.3% 58.6% 37.8% 36.9%

R5.6 58.0% 36.0% 34.0% 22.0%

R5.3 64.2% 26.3% 28.4% 22.1%

R5.6 29.0% 54.8% 29.0% 33.9%

R5.3 33.8% 63.1% 32.3% 30.8%

R5.6 38.1% 44.4% 34.9% 41.3%

R5.3 26.9% 47.8% 41.8% 32.8%

R5.6 50.5% 21.9% 31.4% 35.2%

R5.3 42.3% 27.9% 40.5% 30.6%

業種別経営課題

（内的要因）

【複数回答】

全業種

製造業

建設業

小売業

卸売業

サービス業
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⑪―経営課題（外的要因）― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

 

 
 

 

【「同業他社との競合激化」、「価格競争激化」の回答割合が上昇】 
外的要因における経営上の課題は、「原材料・燃料価格の高騰」が 74.5％（-3.1ポイント）とポイントは減少したものの 7期連続で最多となった。次

いで「同業他社との競合激化」が 46.5％（+4.1ポイント）、「価格競争激化」が 37.7％（+6.4ポイント）と続き、ともに課題として挙げる回答割合が上

昇した。この 2つの課題は、コロナ禍の中、回答割合が低下傾向にあったが、経済社会活動の正常化によって再び経営課題として重視されてきていると

考えられた。 

業種別にみると、建設業では「同業他社との競合激化」が 50.0％（+13.2ポイント）、「価格競争激化」が 40.6％（+10.0ポイント）と前回と比べ大幅

に増加し、事業所からは「1つの物件に多くの会社が見積もりを出しており、競合他社にたびたび負けている」といった声が多く聞かれた。 

74.5%

46.5%

37.7%

25.7%

14.6%

20.6%

10.9%

12.5%

10.9%

77.6%

42.4%

31.3%

26.8%

24.9%

18.8%

11.8%

12.5%

9.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

原材料・燃料価格高騰

同業他社との競争激化

価格競争激化

原材料（商品）の不足

新型コロナウイルスの影響

法改正など規制の変更

為替の変動

他業界との競争合激化

取引先からの値引き圧力

経営上の課題（外的要因）

R5.6 R5.3

（複数回答）

原材料・燃料価格高騰 同業他社との競合激化 価格競争激化 原材料（商品）の不足

R5.6 74.5% 46.5% 37.7% 25.7%

R5.3 77.6% 42.4% 31.3% 26.8%

R5.6 89.0% 45.8% 36.4% 24.6%

R5.3 92.9% 37.5% 32.1% 23.2%

R5.6 82.3% 50.0% 40.6% 25.0%

R5.3 87.4% 40.0% 27.4% 36.8%

R5.6 58.3% 58.3% 46.7% 30.0%

R5.3 58.1% 48.4% 43.5% 21.0%

R5.6 79.7% 32.2% 32.2% 37.3%

R5.3 89.2% 36.9% 29.2% 36.9%

R5.6 56.6% 45.5% 34.3% 18.2%

R5.3 57.0% 49.5% 28.0% 18.7%

業種別経営課題

（外的要因）

 【複数回答】

全業種

製造業

建設業

小売業

卸売業

サービス業
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参考：回答者の声（業種別） 

 

  

◼ これまでは半導体不足等で中国生産の機械（商品）が日本に出回らずモノがない状態で、販売したくてもできない状況だったが、中国での生産が回

復して日本にも商品が流通するようになった。このため顧客への販売も促進されている。（医療機器卸売）➚ 

◼ 新型コロナウィルス感染症が 5類に引き下げられ、イベントが増えたため売上が伸びている。イベント業者もコロナ禍の時期と比べて景況は良くな

っているのではないか。（織物卸売） 

◼ 断熱リフォーム補助金によって、断熱工事が増えている。（設備工事）➚ 

◼ コロナ禍前の水準に戻ったわけではないが、個人消費の高まりによって旅館や飲食店への卸は回復しつつある（陶磁器・ガラス器卸売）➚ 

◼ 世間が値上げムードになっていて、今までよりも値上げ交渉がしやすくなり、販売価格を上げることができた。資材関係の注文も増え、稼働率が上

がり、収支にも良い影響を及ぼしている。（繊維製品製造）➚ 

◼ 自治体からの大きな仕事を請けることができたために利益率が改善している。（土木工事）➚ 

◼ 現場が動き出している。元請から依頼される仕事も増えている印象。（防水工事）➚ 

◼ クラウドシステムの活用などで DXに取り組んだ結果、無駄の削減・作業の効率化に成功し、労働生産性の改善ができた。（管工事）➚ 

◼ 販売管理のクラウドシステムをインボイス対応のものに変えた。（果実卸売）➚ 

◼ 来店客が少ないため、経営は最悪の状況。コロナ 5類移行という好条件はあるが、価格高騰のニュースが連日報道され、消費者に買い控えの空気が

蔓延している。（玩具小売）➘ 

◼ 回復傾向にあるとはいえ、コロナ前と比べると低調。本格的に回復するのは 9月頃になるのではないか。（旅行）➘ 

◼ 半導体不足で車の納車時期が全く見通せず、長期間待ってまで車を買いたくないとして購入希望者が激減した。補修材も値上がりしており経営回復

の見込みがない状況。（自動車整備）➘ 
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◼ 新車の納車時期が見えないことが営業活動を大きく阻害している。経費も上がってきており、経営は苦しい。コロナ 5類移行で人の動きが活発にな

れば、車の利用も増えて稼働率が上がるのではないかと期待している。（自動車整備）➘ 

◼ 仕入価格が上がっているので、販売価格を引き上げざるを得なかったというのが実情。また、経費の増加分を転嫁しきれていないので、経営状態は

悪化している。本音はまだまだ値上げは足りないと考えている。（燃料小売）➘ 

◼ コロナが明けたと言われていても、個人経営の飲食店や小規模店にはまだその影響が出ていないとみており、それに関連する酒類の配達も回復して

いない。（酒類販売）➘ 

◼ 人口減少で主要顧客が少なくなる一方であり、経費の増加も相まって資金繰りに支障をきたしている。（呉服小売）➘ 

◼ 石臼やライン工程で電気を使っていて電気代高騰の影響を強く受けている。また運送料や梱包資材の価格が上がっており苦しい状況。（製粉業）➘ 

◼ 物件 1つに多くの会社が見積もりを出しており、競合他社に負けてしまうことも多い。（建築工事）➘ 

◼ 同業他社との値下げ競争が続いており厳しい状況にある。（建築工事）➘ 

◼ 利益が出るように価格を転嫁すると、相見積にかけられたときに競合他社に負けてしまうことが度々ある。（繊維卸売）➘ 

◼ 価格転嫁し販売価格を上げているが、見積の段階で顧客からは値下げの要求を受けることもあり、満足のいく販売価格ではない。（生花小売）➘ 

◼ 規模が大きい事業所との取引は変わっていないが、小規模事業所との取引は減少傾向。小規模事業所は、仕入をインターネット通販に切り替えてや

り繰りしており、結果としてインターネット通販に価格競争で負けてしまっている。今のところ対策は打ち出せていない。（金物卸売）➘ 

◼ 想定よりも商品が出回っておらず、品薄状況が続いている。メーカーが大量生産をしなくなったこと、小ロット製品が増えたことが原因とみてい

る。（織物卸売）➘ 
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＜調査概要＞

・調査時期

・対象企業

・回答企業数 １６５社(回答率１００％)

＜ＤＩ値＞

前年同期と比較し、増加・改善した企業割合から

減少・悪化した企業割合を引いた値(単位：ポイント)

で、ＤＩ値の推移から業況・売上高など各項目の

景気動向を判断します。

◆今期（令和５年４～６月期）

令和４年４月～６月期と比較した

今期（令和５年４～６月期）の状況

◆来期（令和５年７～９月期）

令和４年７月～９月期と比較した

今期（令和５年４～６月期）の業界全体の業況については-30.8となり

前期（令和５年１～３月期）は-29.9と比較してほぼ横ばいした。

来期（令和５年７～９月期）は-20となり、改善となる見通し。

[業種別の業況]

・製　造　業：今期は大幅に悪化、来期は改善となる見通し

・建　設　業：今期はやや改善、来期は改善となる見通し

・小　売　業：今期はほぼ横ばい、来期は改善となる見通し

・サービス業：今期は改善、来期はわずかに改善となる見通し

令和5年6月16日

速報

県内商工会地域を取り巻く景気動向について

福井県商工会連合会

この調査は、商工会の経営指導員による訪問面接調査により、福井県内商工会地域の中小企業の経済
動向について、四半期ごとに収集・分析して提供することにより、経営改善普及事業の効果的な実施
に資するものです。

令和５年６月１日（木)時点

福井県内１３商工会・１６５社

(製造業38社/建設業24社/小売業51社/サービス業52社)

来期（令和５年７～９月期）の見通し

今期（令和５年４～６月期）の実績および来期（令和５年７～９月期）

[業界全体の業況]

（中小企業景気動向調査結果：令和５年４～６月期実績、令和５年７～９月期見通し）

【調査地区】下記13商工会

あわら市、坂井市、永平寺町、福井東、福井北

福井西、越前町、越前市、池田町、南越前町

わかさ東、おおい町、高浜町
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【前期比(令和５年１～３月)】
・業況

令和５年４～６月の業況実績は、

全体でほぼ横ばい ( ▲ 29.9 → ▲ 30.8 ) となった。

業種別では、

( 2.6 → ▲ 18.4 )

( ▲ 25.0 → ▲ 22.8 )

( ▲ 42.3 → ▲ 42.0 )

( ▲ 44.0 → ▲ 32.7 ) となった。

令和５年７～９月の業況見通しは

全体で改善 ( ▲ 30.8 → ▲ 20.0 ) となる見通し。

業種別では、

( ▲ 18.4 → ▲ 5.6 )

( ▲ 22.8 → ▲ 4.6 )

( ▲ 42.0 → ▲ 26.0 )

( ▲ 32.7 → ▲ 30.8 ) となる見通し。

建設業でやや改善

小売業でほぼ横ばい

サービス業で改善

製造業で改善

建設業で改善

小売業で改善

サービス業でわずかに改善

製造業で大幅に悪化

-100.0

-90.0

-80.0

-70.0

-60.0

-50.0

-40.0

-30.0

-20.0

-10.0

0.0

10.0

R2.

4～6 7～9 10～12

R3.

1～3 4～6 7～9 10～12

R4.

1～3 4～6 7～9 10～12

R.5.

1～3 4～6

7～9

見通し

全体 製造業 建設業 小売業 サービス業
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・今期（令和５年４～６月期）の採算及び従業員の水準

今期（令和５年４～６月期）に設備投資を実施した企業は、全体の13.5％で、

前回調査時点(令和４年１０～１２月期：11.8％）より1.7％増加した。

・設備投資

黒字
15.9%

収支トントン

59.1%

赤字
25.0%

採算（今期水準）

適正

77.1%

不足
22.9%

従業員数（今期水準）

13.0%

21.1%

26.1%

8.2%

5.8%

87.0%

78.9%

73.9%

91.8%

94.2%

全体

製造業

建設業

小売業

サービス業

業種別設備投資（今期水準）

実施した 実施していない

13.1%

10.5%

17.4%

10.4%

15.7%

86.9%

89.5%

82.6%

89.6%

84.3%

全体

製造業

建設業

小売業

サービス業

業種別設備投資（来期計画）

実施する 実施しない
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【参考】
・売上高

令和５年４～６月の売上高実績は

全体で増加 ( ▲ 23.2 → ▲ 12.4 ) となった。

業種別では、

( ▲ 7.9 → ▲ 2.6 )

( ▲ 34.8 → ▲ 22.8 )

( ▲ 23.1 → ▲ 20.0 )

( ▲ 29.4 → ▲ 7.7 ) となった。

令和５年７～９月の売上高見通しは

全体でやや増加 ( ▲ 12.4 → ▲ 9.8 ) となる見通し。

業種別では、

( ▲ 2.6 → ▲ 2.6 )

( ▲ 22.8 → ▲ 22.8 )

( ▲ 20.0 → ▲ 7.9 )

( ▲ 7.7 → ▲ 11.6 ) となる見通し。

・仕入単価　※仕入単価はプラスになるほど悪化を示します。

令和５年４～６月の仕入単価状況は

全体でやや悪化 ( 68.6 → 71.9 ) となった。

業種別では、

( 71.4 → 77.8 )

( 87.0 → 90.9 )

( 63.5 → 54.0 )

( 63.3 → 76.9 ) となった。

令和５年７～９月の仕入単価見通しは

全体で改善 ( 71.9 → 56.2 ) となる見通し。

業種別では、

( 77.8 → 61.1 )

( 90.9 → 63.6 )

( 54.0 → 38.0 )

( 76.9 → 67.3 ) となる見通し。

・採算

令和５年４～６月の採算状況は

全体でやや改善 ( ▲ 42.3 → ▲ 38.1 ) となった。

業種別では、

( ▲ 18.4 → ▲ 31.6 )

( ▲ 34.8 → ▲ 41.0 )

( ▲ 58.8 → ▲ 40.0 )

( ▲ 47.1 → ▲ 40.0 ) となった。

令和５年７～９月の採算見通しは

全体で改善 ( ▲ 38.1 → ▲ 31.5 ) となる見通し。

業種別では、

( ▲ 31.6 → ▲ 18.4 )

( ▲ 41.0 → ▲ 30.4 )

( ▲ 40.0 → ▲ 39.2 )

( ▲ 40.0 → ▲ 34.0 ) となる見通し。

製造業で悪化

建設業で悪化

小売業で改善

サービス業で改善

製造業で改善

建設業で改善

小売業でほぼ横ばい

サービス業で改善

サービス業で改善

製造業で変わらず

建設業で変わらず

小売業で増加

サービス業でやや減少

製造業で悪化

建設業でやや悪化

小売業で改善

サービス業で悪化

製造業で改善

建設業で大幅に改善

小売業で改善

サービス業で大幅に増加

製造業で増加

建設業で増加

小売業でやや増加
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・資金繰り

令和５年４～６月の資金繰りは

全体で改善 ( ▲ 24.6 → ▲ 15.0 ) となった。

業種別では、

( ▲ 8.1 → ▲ 2.7 )

( ▲ 17.4 → 8.7 )

( ▲ 36.6 → ▲ 24.0 )

( ▲ 27.6 → ▲ 26.5 ) となった。

令和５年７～９月の資金繰り見通しは

全体でほぼ横ばい ( ▲ 15.0 → ▲ 14.3 ) となる見通し。

業種別では、

( ▲ 2.7 → ▲ 2.7 )

( 8.7 → 4.4 )

( ▲ 24.0 → ▲ 25.5 )

( ▲ 26.5 → ▲ 20.4 ) となる見通し。

・従業員数

令和５年４～６月の従業員数は

全体でやや増加 ( ▲ 9.3 → ▲ 5.0 ) となった。

業種別では、

( ▲ 5.5 → ▲ 5.6 )

( 0.0 → 9.1 )

( ▲ 14.3 → ▲ 12.2 )

( ▲ 12.8 → ▲ 4.6 ) となった。

令和５年７～９月の従業員数は

全体でほぼ横ばい ( ▲ 5.0 → ▲ 4.2 ) となる見通し。

業種別では、

( ▲ 5.6 → ▲ 2.8 )

( 9.1 → ▲ 4.5 )

( ▲ 12.2 → ▲ 4.8 )

( ▲ 4.6 → ▲ 4.6 ) となる見通し。サービス業で変わらず

製造業で変わらず

建設業でやや悪化

小売業でわずかに悪化

サービス業で改善

製造業でほぼ横ばい

建設業で増加

小売業でやや増加

サービス業で増加

製造業でやや増加

建設業で減少

小売業で増加

サービス業でわずかに改善

製造業で改善

建設業で大幅に改善

小売業で改善
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全体（福井県商工会地域中小企業）の景況

景気動向推移（前年同期比：DI値）
期別/項目別 売上高 仕入単価 採　算 資金繰り 従業員数 業　況

 R2.4～6 ▲ 76.6 8.1 ▲ 71.5 ▲ 57.3 ▲ 12.2 ▲ 76.4
 7～9 ▲ 65.1 11.3 ▲ 54.6 ▲ 38.0 ▲ 7.5 ▲ 55.3

 10～12 ▲ 44.7 13.1 ▲ 41.8 ▲ 29.0 ▲ 8.0 ▲ 41.5
 R3.1～3 ▲ 49.1 11.8 ▲ 38.7 ▲ 21.4 ▲ 4.7 ▲ 41.4

 4～6 ▲ 26.5 23.4 ▲ 36.2 ▲ 22.7 ▲ 6.6 ▲ 30.6
 7～9 ▲ 31.9 30.0 ▲ 35.2 ▲ 20.3 ▲ 7.0 ▲ 29.4

 10～12 ▲ 38.4 39.0 ▲ 40.8 ▲ 21.6 ▲ 8.7 ▲ 31.2
 R4.1～3 ▲ 34.6 49.4 ▲ 42.8 ▲ 24.4 ▲ 8.5 ▲ 41.5

 4～6 ▲ 27.8 64.8 ▲ 44.5 ▲ 22.2 ▲ 7.8 ▲ 31.7
 7～9 ▲ 24.5 71.0 ▲ 38.4 ▲ 16.5 ▲ 10.1 ▲ 22.9

 10～12 ▲ 21.5 72.7 ▲ 41.2 ▲ 19.6 ▲ 5.5 ▲ 24.5
 R.5.1～3 ▲ 23.2 68.6 ▲ 42.3 ▲ 24.6 ▲ 9.3 ▲ 29.9

 4～6 ▲ 12.4 71.9 ▲ 38.1 ▲ 15.0 ▲ 5.0 ▲ 30.8
 7～9見通し ▲ 9.8 56.2 ▲ 31.5 ▲ 14.3 ▲ 4.2 ▲ 20.0

仕入単価はプラスになるほど悪化を示します。
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7～9

見通し

売上高 仕入単価 採 算
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製造業（福井県商工会地域中小企業）の景況

景気動向（前年同期比：DI値）
期別/項目別 売上高 仕入単価 採　算 資金繰り 従業員数 業　況

 R2.4～6 ▲ 83.8 14.3 ▲ 78.4 ▲ 59.5 ▲ 15.6 ▲ 86.5
 7～9 ▲ 65.8 20.0 ▲ 60.6 ▲ 48.7 ▲ 16.7 ▲ 70.3

 10～12 ▲ 44.7 14.3 ▲ 31.6 ▲ 21.0 ▲ 11.1 ▲ 36.9
R3.1～3 ▲ 42.1 19.4 ▲ 23.7 ▲ 10.5 0.0 ▲ 36.8

 4～6 ▲ 18.4 35.3 ▲ 23.7 ▲ 21.1 2.7 ▲ 23.7
 7～9 ▲ 18.4 29.5 ▲ 27.7 ▲ 13.5 2.9 ▲ 15.8

 10～12 ▲ 13.2 44.1 ▲ 16.2 0.0 ▲ 2.8 ▲ 18.9
 R4.1～3 ▲ 15.8 54.3 ▲ 19.4 ▲ 18.4 ▲ 2.9 ▲ 31.5

 4～6 ▲ 10.5 75.7 ▲ 32.4 ▲ 10.6 ▲ 5.7 ▲ 11.4
 7～9 ▲ 2.6 80.0 ▲ 21.6 ▲ 5.3 ▲ 11.8 ▲ 2.7

 10～12 ▲ 2.6 77.1 ▲ 31.6 ▲ 10.6 ▲ 10.8 ▲ 5.6
 R.5.1～3 ▲ 7.9 71.4 ▲ 18.4 ▲ 8.1 ▲ 5.5 2.6

 4～6 ▲ 2.6 77.8 ▲ 31.6 ▲ 2.7 ▲ 5.6 ▲ 18.4
 7～9見通し ▲ 2.6 61.1 ▲ 18.4 ▲ 2.7 ▲ 2.8 ▲ 5.6

-11 33.5 -19.9 -15.1 0.7 -16.7
-11.1 29.4 -19.5 -16 -2 -16

仕入単価はプラスになるほど悪化を示します。
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建設業（福井県商工会地域中小企業）の景況

景気動向（前年同期比：DI値）
期別/項目別 売上高 仕入単価 採　算 資金繰り 従業員数 業　況

 R2.4～6 ▲ 49.9 4.2 ▲ 45.8 ▲ 29.2 ▲ 8.7 ▲ 54.1
 7～9 ▲ 29.1 20.8 ▲ 21.8 ▲ 25.0 0.0 ▲ 26.1

 10～12 ▲ 34.8 20.8 ▲ 29.2 ▲ 20.9 ▲ 8.7 ▲ 25.0
 R3.1～3 ▲ 4.4 21.7 0.0 8.7 8.7 0.0

 4～6 ▲ 26.1 30.4 ▲ 30.5 ▲ 8.4 4.5 ▲ 20.8
 7～9 0.0 62.5 ▲ 25.0 4.1 ▲ 9.5 0.0

 10～12 ▲ 30.5 60.9 ▲ 33.3 ▲ 8.7 ▲ 4.7 ▲ 17.4
 R4.1～3 ▲ 33.4 62.5 ▲ 56.6 ▲ 4.2 ▲ 9.5 ▲ 29.1

 4～6 ▲ 47.8 69.6 ▲ 47.6 ▲ 10.0 ▲ 14.3 ▲ 40.9
 7～9 ▲ 25.0 87.5 ▲ 41.6 4.1 ▲ 4.7 ▲ 12.5

 10～12 ▲ 20.8 78.3 ▲ 41.6 ▲ 8.4 8.7 ▲ 12.5
 R.5.1～3 ▲ 34.8 87.0 ▲ 34.8 ▲ 17.4 0.0 ▲ 25.0

 4～6 ▲ 22.8 90.9 ▲ 41.0 8.7 9.1 ▲ 22.8
 7～9見通し ▲ 22.8 63.6 ▲ 30.4 4.4 ▲ 4.5 ▲ 4.6

-11 33.5 -19.9 -15.1 0.7
-11.1 29.4 -19.5 -16 -2

仕入単価はプラスになるほど悪化を示します。
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小売業（福井県商工会地域中小企業）の景況

景気動向（前年同期比：DI値）
期別/項目別 売上高 仕入単価 採　算 資金繰り 従業員数 業　況

 R2.4～6 ▲ 83.6 10.2 ▲ 71.5 ▲ 60.0 ▲ 7.4 ▲ 79.6
 7～9 ▲ 62.8 ▲ 1.9 ▲ 49.0 ▲ 34.6 ▲ 4.6 ▲ 50.0

 10～12 ▲ 46.2 ▲ 5.8 ▲ 50.0 ▲ 29.4 ▲ 6.7 ▲ 49.0
 R3.1～3 ▲ 56.9 5.9 ▲ 49.0 ▲ 30.6 ▲ 8.5 ▲ 48.0

 4～6 ▲ 37.3 13.8 ▲ 46.1 ▲ 29.4 ▲ 10.4 ▲ 42.0
 7～9 ▲ 42.3 19.2 ▲ 44.2 ▲ 28.9 ▲ 8.9 ▲ 47.0

 10～12 ▲ 42.3 32.7 ▲ 50.0 ▲ 30.8 ▲ 8.5 ▲ 36.0
 R4.1～3 ▲ 36.5 46.1 ▲ 47.1 ▲ 31.4 ▲ 6.5 ▲ 48.1

 4～6 ▲ 29.4 53.9 ▲ 50.0 ▲ 28.0 ▲ 2.2 ▲ 35.3
 7～9 ▲ 37.2 61.5 ▲ 42.3 ▲ 26.9 ▲ 14.0 ▲ 35.3

 10～12 ▲ 23.0 63.4 ▲ 34.7 ▲ 27.5 ▲ 6.7 ▲ 32.7
 R.5.1～3 ▲ 23.1 63.5 ▲ 58.8 ▲ 36.6 ▲ 14.3 ▲ 42.3

 4～6 ▲ 20.0 54.0 ▲ 40.0 ▲ 24.0 ▲ 12.2 ▲ 42.0
 7～9見通し ▲ 7.9 38.0 ▲ 39.2 ▲ 25.5 ▲ 4.8 ▲ 26.0

-11 33.5 -19.9
-11.1 29.4 -19.5

仕入単価はプラスになるほど悪化を示します。
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サービス業（福井県商工会地域中小企業）の景況

景気動向（前年同期比：DI値）
期別/項目別 売上高 仕入単価 採　算 資金繰り 従業員数 業　況

 R2.4～6 ▲ 82.7 3.9 ▲ 78.8 ▲ 66.6 ▲ 15.9 ▲ 76.9
 7～9 ▲ 84.0 13.8 ▲ 70.5 ▲ 40.0 ▲ 6.5 ▲ 62.7

 10～12 ▲ 48.0 27.4 ▲ 47.1 ▲ 38.8 ▲ 6.3 ▲ 45.1
 R3.1～3 ▲ 66.7 7.8 ▲ 56.9 ▲ 34.7 ▲ 11.4 ▲ 58.0

 4～6 ▲ 22.0 22.0 ▲ 38.0 ▲ 23.9 ▲ 15.6 ▲ 29.2
 7～9 ▲ 46.0 26.0 ▲ 36.0 ▲ 28.6 ▲ 11.9 ▲ 36.0

 10～12 ▲ 56.9 32.0 ▲ 53.1 ▲ 35.6 ▲ 15.6 ▲ 42.0
 R4.1～3 ▲ 47.1 43.1 ▲ 49.0 ▲ 31.9 ▲ 15.0 ▲ 48.0

 4～6 ▲ 30.0 66.0 ▲ 46.8 ▲ 31.1 ▲ 12.5 ▲ 38.0
 7～9 ▲ 28.0 66.7 ▲ 45.1 ▲ 25.0 ▲ 7.5 ▲ 30.0

 10～12 ▲ 34.7 76.4 ▲ 54.9 ▲ 24.5 ▲ 7.5 ▲ 35.3
 R.5.1～3 ▲ 29.4 63.3 ▲ 47.1 ▲ 27.6 ▲ 12.8 ▲ 44.0

 4～6 ▲ 7.7 76.9 ▲ 40.0 ▲ 26.5 ▲ 4.6 ▲ 32.7
 7～9見通し ▲ 11.6 67.3 ▲ 34.0 ▲ 20.4 ▲ 4.6 ▲ 30.8

-11 33.5 -19.9 -15.1 0.7
-11.1 29.4 -19.5 -16 -2

仕入単価はプラスになるほど悪化を示します。
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ご利用上の注意
１．この資料は、総務省統計局「小売物価統計調査」の結果に基づき、作成しています。

２．令和３年７月分から、令和２年（2020年）基準の指数で公表しています。

総 合 指 数 １０４．８
前 月 比 （＋） ０．７ %

前 年 同 月 比 （＋） ３．７ %

　

２　消費者物価指数の推移

 
       

令和5年7月27日
福井県統計調査課

福 井 市 消 費 者 物 価 指 数

　福井市の総合指数（令和２年（2020年）=100）は、１０４．８となり、前月比０．７％上昇※、前年
同月比３．７％上昇※となった。
  生鮮食品を除く総合指数は１０４．６となり、前月比１．０％上昇※、前年同月比３．６％上昇※と
なった。

１  概況

※変化率（前月比、前年同月比）は、端数処理前の指数により計算されています。

令和５年６月分
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図１ 消費者物価指数（総合）の推移（福井市、全国）

対前年同月比（福井市）

対前年同月比（全国）

福井市指数

全国指数

（令和２年（2020年)=100）
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105.2
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図３ 福井市の指数（生鮮食品を除く総合）の推移
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図２ 福井市の指数（総合）の推移
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#######

（令和２年（2020年)＝100）

総 合 食 料 住 居
光 熱
・

水 道

家 具
・

家事用品

被 服
及 び
履 物

保 健
医 療

交 通
・

通 信
教 育

教 養
娯 楽

諸 雑 費

指数 104.8 111.6 101.3 112.0 111.6 99.6 104.1 93.6 103.1 105.1 103.3

前月比
(%)

0.7 ▲ 0.4 0.0 11.3 ▲ 1.8 0.1 0.8 0.1 0.0 ▲ 1.0 0.2

寄与度 ▲ 0.10 0.01 0.89 ▲ 0.08 0.00 0.03 0.02 0.00 ▲ 0.08 0.01
注　１）各寄与度は、総合指数の前月比に対するものです。

　

［寄与度の高い費目］

［総合指数の前月比に寄与した主な内訳］

寄与度

0.89

0.03

▲0.10

    ▲0.08

▲0.08

マスク

トマト

教養娯楽 教養娯楽サービス ▲1.2%（▲0.06） 宿泊料

ルームエアコン

3.8%（0.04）

▲4.5%（▲0.15）

▲4.6%（▲0.07）

保健医療用品・器具

野菜・海藻

家庭用耐久財

保健医療

（下落）

食料

家具・家事用品

　総合指数の前月比が０．７％の上昇となった内訳を寄与度でみると、「光熱・水道」、「保健医療」、
「交通・通信」、「諸雑費」および「住居」で上昇している。「食料」、「家具・家事用品」および「教
養娯楽」は下落している。

　　２）寄与度は、端数処理前の指数により計算されています。

表１　１０大費目指数、前月比および寄与度

前月比（寄与度）

21.9%（0.90）

品目

（上昇）

光熱・水道

中分類

電気代

１０大費目

電気代

▲ 4.0

▲ 2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 8000 9000 10000

各費目のウエイト

図４ １０大費目指数の前月比および寄与度

食料
（▲0.10）

（令和2年（2020年)＝100）

前
月
比
（
％
）

家具・家事用品
（▲0.08）

交通・通信
（0.02）

被服及び
履物

（0.00）

教養娯楽
（▲0.08）

各費目の四角の面積および

（ ）内が寄与度を表している。

保健
医療
（0.03）

光熱・水道
（0.89）

教育
（0.00）

諸雑費
（0.01）

住居
（0.01）
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#######

（令和２年（2020年)＝100）

総 合 食 料 住 居
光 熱
・

水 道

家 具
・

家事用品

被 服
及 び
履 物

保 健
医 療

交 通
・

通 信
教 育

教 養
娯 楽

諸 雑 費

指数 104.8 111.6 101.3 112.0 111.6 99.6 104.1 93.6 103.1 105.1 103.3
前年
同月比
(%)

3.7 9.1 0.3 2.0 3.3 0.1 3.5 1.7 0.7 4.0 1.8

寄与度 2.46 0.06 0.17 0.13 0.00 0.15 0.22 0.02 0.33 0.11
注　１）各寄与度は、総合指数の前年同月比に対するものです。

市の総

　

［総合指数の前年同月比に寄与した主な内訳］

寄与度

2.46

0.33

       

サラダ

教養娯楽 教養娯楽サービス 3.4%（0.17） 宿泊料

総合指数の前年同月比が３．７％の上昇となった内訳を寄与度でみると、全ての費目で上昇している。

　　２）寄与度は、端数処理前の指数により計算されています。

１０大費目

表２　１０大費目指数、前年同月比および寄与度

中分類 前年同月比（寄与度） 品目

（上昇）

食料 調理食品 10.5%（0.43）

▲ 4.0

▲ 2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000 7000 8000 9000 10000

各費目のウエイト

図５ １０大費目指数の前年同月比および寄与度

諸雑費
（0.11）

各費目の四角の面積および
( ）内が寄与度を表している。

教養娯楽
(0.33)

教育
（0.02）

保健医療
（0.15）

光熱・水道
（0.17）

住居
（0.06）

家具・家事用品

（0.13）

交通・通信
（0.22）

食料

（2.46）

被服及び履物
（0.00）

前
年
同
月
比
（
％
）

（令和2年（2020年)＝100）
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####

 

図７　10大費目別指数の推移（2020年=100）
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年　　月 総　　合 食　　料 住　　居
光熱・
水道

家具・
家事用品

被服及び
履物

保健医療
交通・
通信

　　３０年平均 99.1 97.0 99.8 95.9 98.3 96.1 100.2 100.9

令和元年平均 99.9 98.5 99.6 100.7 98.1 97.8 99.6 100.0

２年平均 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

３年平均 99.5 99.3 100.7 102.5 101.7 97.4 100.5 94.3

４年平均 101.6 104.1 101.1 111.3 105.9 97.0 100.8 92.3

令和３年　   １月 100.3 99.9 100.5 99.0 105.4 100.3 99.8 100.2

   ２月 99.9 99.0 100.5 98.8 102.5 100.4 100.1 100.3

   ３月 99.8 98.7 100.5 99.3 101.9 100.5 100.2 100.3

   ４月 98.6 97.8 100.7 99.9 100.2 99.7 100.2 92.4

   ５月 98.9 98.1 100.7 101.3 99.7 99.5 100.4 92.7

   ６月 99.0 98.4 100.7 102.0 100.3 98.3 101.3 92.7

   ７月 99.2 98.7 100.6 103.0 101.2 93.5 100.8 93.7

   ８月 99.4 99.0 100.7 103.6 102.8 92.6 100.9 92.6

   ９月 99.8 100.8 100.7 104.3 101.5 96.6 100.6 92.5

  １０月 99.6 100.3 100.7 105.1 101.4 96.5 101.0 91.3

   １１月 99.8 100.7 100.7 106.3 101.9 95.4 100.7 91.8

   １２月 99.7 100.4 100.8 106.8 101.3 94.9 100.4 91.3

令和４年　   １月 100.0 101.9 100.8 107.7 100.3 95.2 100.2 91.1

   ２月 100.2 101.8 100.8 108.7 99.6 94.2 100.3 91.4

   ３月 100.5 102.2 100.9 109.2 99.6 95.1 101.0 91.8

   ４月 100.8 102.4 100.9 109.3 103.4 98.0 100.7 91.7

   ５月 100.7 101.9 100.9 109.7 102.4 99.0 100.5 91.6

   ６月 101.1 102.3 101.0 109.8 108.1 99.5 100.6 92.0

   ７月 101.6 103.4 101.2 110.4 108.0 97.4 100.4 93.1

   ８月 102.0 104.0 101.2 111.6 108.3 94.2 100.6 93.1

   ９月 102.4 105.1 101.1 113.3 108.8 97.1 100.5 93.1

  １０月 103.3 107.9 101.3 114.6 110.6 97.2 100.8 93.0

   １１月 103.5 108.3 101.3 115.2 111.6 98.9 102.0 93.1

   １２月 103.5 108.0 101.3 116.2 110.7 98.5 101.9 93.2

令和５年　   １月 104.0 109.7 101.4 116.7 108.7 97.2 102.0 93.2

   ２月 102.9 109.7 101.2 101.1 109.5 97.0 102.3 93.3

   ３月 103.2 110.8 101.3 100.7 109.5 99.0 102.1 93.4

   ４月 104.3 111.3 101.2 106.1 116.7 99.6 102.9 93.4

   ５月 104.1 112.0 101.3 100.6 113.7 99.5 103.3 93.5

   ６月 104.8 111.6 101.3 112.0 111.6 99.6 104.1 93.6

   ７月

   ８月

   ９月

  １０月

   １１月

   １２月

表３　１０大費目指数（福井市）
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令和２年(2020年)＝100

教　　育 教養娯楽 諸雑費 生鮮食品
生鮮食品
を除く総合

持家の帰属家
賃を除く総合

食料（酒類を
除く）及びエ
ネルギーを除
く総合

生鮮食品及び
エネルギーを
除く総合

年月（西暦）

108.1 99.2 106.7 96.3 99.2 98.9 99.7 99.0 ２０１８年平均

107.0 100.6 105.5 94.6 100.1 99.9 100.1 99.9 ２０１９年平均

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 ２０２０年平均

100.3 100.7 100.8 98.6 99.5 99.4 98.8 99.0 ２０２１年平均

102.0 101.4 101.5 106.7 101.4 101.9 98.7 100.0 ２０２２年平均

98.4 100.3 100.3 104.0 100.1 100.3 100.5 100.1 ２０２１年 １月

98.4 100.1 101.0 97.1 100.0 99.9 100.3 100.1 ２月

98.4 99.7 100.7 91.7 100.2 99.8 100.1 100.1 ３月

101.0 100.7 100.4 92.3 98.9 98.3 98.5 98.5 ４月

101.0 101.6 100.6 93.3 99.2 98.7 98.7 98.7 ５月

101.0 100.8 100.6 93.8 99.3 98.8 98.6 98.7 ６月

101.0 101.7 100.7 96.3 99.4 99.0 98.6 98.7 ７月

101.0 102.4 101.7 97.7 99.5 99.2 98.6 98.7 ８月

101.0 100.6 100.7 109.7 99.4 99.7 98.4 98.5 ９月

101.0 100.6 100.9 102.5 99.4 99.5 98.0 98.5 １０月

101.0 100.3 100.9 103.0 99.7 99.7 97.9 98.5 １１月

101.0 100.2 100.8 101.3 99.6 99.5 97.9 98.5 １２月

101.0 99.8 101.3 109.4 99.6 100.0 97.7 98.4 ２０２２年 １月

101.0 100.6 101.3 106.8 99.9 100.2 97.7 98.5 ２月

101.0 100.9 101.0 106.2 100.2 100.5 97.9 98.8 ３月

102.4 101.5 100.6 104.9 100.6 100.9 98.3 99.2 ４月

102.4 101.9 100.9 104.0 100.6 100.8 98.4 99.2 ５月

102.4 101.1 101.4 104.7 100.9 101.3 98.7 99.5 ６月

102.4 101.5 101.4 104.8 101.4 101.9 99.0 100.1 ７月

102.4 103.2 102.5 106.9 101.7 102.3 99.2 100.3 ８月

102.4 102.6 101.3 106.0 102.2 102.8 99.2 100.7 ９月

102.4 102.0 101.8 111.4 103.0 104.0 99.5 101.4 １０月

102.4 100.9 102.0 110.1 103.3 104.3 99.6 101.7 １１月

102.4 100.5 102.0 105.7 103.4 104.2 99.5 101.7 １２月

102.4 101.9 102.4 114.5 103.6 104.9 99.5 101.9 ２０２３年 １月

102.4 103.2 102.3 113.6 102.4 103.5 99.7 102.0 ２月

102.4 103.4 102.6 113.3 102.8 103.9 99.9 102.5 ３月

103.1 105.5 102.9 114.1 103.9 105.3 100.7 103.2 ４月

103.1 106.1 103.0 115.3 103.6 104.9 100.6 103.3 ５月

103.1 105.1 103.3 109.8 104.6 105.8 100.4 103.3 ６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月
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前  月 前年同月 前  月 前年同月

指  数 上昇率 上 昇 率 指  数 上昇率 上 昇 率

（％） （％） （％） （％）

総　　　　　　　合 104.8 0.7 3.7 被 服 及 び 履 物 99.6 0.1 0.1

104.6 1.0 3.6 98.4 0.2 0.2

105.8 0.8 4.5   和 服 100.0 0.0 0.0

105.6 1.2 4.5   洋 服 98.4 0.2 0.2

100.4 -0.2 1.8 93.3 -0.2 -3.9

103.3 0.0 3.8 シ ャ ツ ・ セ ー タ ー 類 91.7 -0.3 -6.0

食　　　　　　　料 111.6 -0.4 9.1   下 着 類 96.3 0.0 0.3

109.8 -4.8 4.8 107.7 0.0 6.7

111.9 0.5 9.9 109.5 0.6 3.9

108.2 0.0 0.0

穀 類 111.4 3.4 8.9

魚 介 類 119.8 -1.6 7.6 保   健   医   療 104.1 0.8 3.5

生    鮮    魚    介 117.1 -4.7 0.5 108.0 -0.4 4.5

肉 類 106.1 -1.9 9.6 113.3 3.8 9.0

乳 卵 類 121.9 0.5 19.9 98.0 0.0 0.4

野 菜 ・ 海 藻 106.8 -4.5 5.6

生    鮮    野    菜 103.0 -7.2 5.3 交  通  ・  通  信 93.6 0.1 1.7

果 物 112.6 -0.2 8.3 99.6 -1.1 0.1

生    鮮    果    物 114.8 -0.3 9.4 105.7 0.4 0.0

油 脂 ・ 調 味 料 115.2 0.1 11.8 70.9 -0.2 7.1

菓 子 類 117.8 0.6 13.4  

調 理 食 品 112.9 0.2 10.5 教  　　　　　　育 103.1 0.0 0.7

飲 料 109.8 1.2 10.3 103.1 0.0 0.6

酒 類 106.4 -1.5 8.0 105.3 0.0 0.9

外 食 107.7 0.4 4.8 102.7 0.0 1.0

住　　　　　　　居 101.3 0.0 0.3 教   養   娯   楽 105.1 -1.0 4.0

105.8 0.0 1.7 104.3 -0.8 3.1

102.2 -1.0 7.9

家 賃 100.3 0.0 0.0 103.2 0.2 1.6

   持家の帰属家賃を除く家賃 101.0 0.0 0.2 106.6 -1.2 3.4

設 備 修 繕 ・ 維 持 110.6 -0.1 3.1

諸      雑      費 103.3 0.2 1.8

光  熱  ・  水  道 112.0 11.3 2.0 107.0 0.0 6.5

電 気 代 114.6 21.9 3.3 98.6 0.3 0.4

ガ ス 代 111.8 -1.3 1.3 108.2 1.8 4.2

    他 の 光 熱 142.6 1.2 -1.5 114.2 0.0 0.6

上 下 水 道 料 100.0 0.0 0.0 101.7 0.0 0.1

家 具・家 事 用 品 111.6 -1.8 3.3 <別掲>

家 庭 用 耐 久 財 106.5 -4.6 -3.4 118.0 11.1 1.4

室 内 装 備 品 122.2 -1.8 20.0 102.9 -0.1 0.8

寝 具 類 93.6 0.3 0.8 104.8 -1.0 3.8

家 事 雑 貨 123.8 1.0 4.5 74.0 0.1 1.0

家 事 用 消 耗 品 116.7 -0.5 11.4                   

家 事 サ ー ビ ス 102.4 0.0 2.4

   費            目    費            目

生 鮮 食 品 を 除 く 総 合 衣 料

令和５年６月分
令和２年(2020年)＝100

持家の帰属家賃を除く総合
持家の帰属家賃及び生鮮食品を除く総合

シャツ・セーター・下着類

生    鮮    食    品　１) 履 物 類

食料（酒類 を除 く） 及 びエ ネル ギー を 除 く 総 合

生 鮮 食 品 及 び エ ネ ル ギ ー を 除 く 総 合

生 鮮 食 品 を 除 く 食 料

教 育 関 係 費 3)

教 養 娯 楽 サ ー ビ ス

身 の 回 り 用 品

医 薬 品 ・ 健 康 保 持 用 摂 取 品

保 健 医 療 用 品 ・ 器 具

保 健 医 療 サ ー ビ ス

持家の帰属家賃を除く住居

他 の 被 服

自 動 車 等 関 係 費

通 信

被 服 関 連 サ ー ビ ス

教 科 書 ・ 学 習 参 考 教 材

た ば こ

交 通

補 習 教 育

エ ネ ル ギ ー 2)

授 業 料 等

４） 学習用机、文房具および自動車教習料を除く教養娯楽の全品目、普通運賃（JR）、料金（JR、
     在来線）、 料金（JR、新幹線）、普通運賃（JR以外）、一般路線バス代、高速バス代、航空
     運賃、旅行用かばん

５） 通信料（固定電話）、通信料（携帯電話）、放送受信料（NHK）、放送受信料（ケーブル）、
     放送受信料 （NHK・ケーブル以外）、インターネット接続料、ウェブコンテンツ利用料

他 の 諸 雑 費

教 養 娯 楽 用 耐 久 財

１）　生鮮魚介、生鮮野菜、生鮮果物
２）　電気代、都市ガス代、プロパンガス、灯油、ガソリン

理 美 容 サ ー ビ ス

理 美 容 用 品

情 報 通 信 関 係 費 5)

３） 教育の全品目、学校給食の全品目、文房具の全品目、男子用学校制服、女子用学校制服、
　　 通学定期（JR)、通学定期（JR以外）、学習用机、通学用かばん

教 養 娯 楽 関 係 費 4)

教 養 娯 楽 用 品

書 籍 ・ 他 の 印 刷 物
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　　　２０年 96.8 - 1.4 97.1 - 1.5 96.7 - 1.4

　　　２１年 95.5 - -1.4 95.7 - -1.4 95.7 - -1.0

　　　２２年 94.8 - -0.7 94.8 - -1.0 94.4 - -1.4

　　　２３年 94.5 - -0.3 94.2 - -0.6 93.6 - -0.9

　　　２４年 94.5 - 0.0 94.2 - 0.0 93.8 - 0.2

　　　２５年 94.9 - 0.4 94.3 - 0.1 93.9 - 0.2

　　　２６年 97.5 - 2.7 97.2 - 3.1 96.6 - 2.8

　　　２７年 98.2 - 0.8 98.0 - 0.9 97.5 - 1.0

　　　２８年 98.1 - -0.1 97.9 - -0.1 97.8 - 0.3

　　　２９年 98.6 - 0.5 98.6 - 0.7 98.1 - 0.4

　　　３０年 99.5 - 1.0 99.6 - 1.0 99.1 - 1.0

令和元年 100.0 - 0.5 100.0 - 0.4 99.9 - 0.8

２年 100.0 - 0.0 100.0 - 0.0 100.0 - 0.1

３年 99.8 - -0.2 99.6 - -0.4 99.5 - -0.5

４年 102.3 - 2.5 102.0 - 2.4 101.6 - 2.1

　令和３年　１月 99.8 0.5 -0.7 99.8 0.5 -0.7 100.3 1.1 -0.5

　　　　　　２月 99.8 -0.1 -0.5 99.8 0.0 -0.4 99.9 -0.3 -0.5

　　　　　　３月 99.9 0.1 -0.4 99.8 0.1 -0.4 99.8 -0.1 -0.4

　　　　　　４月 99.1 -0.8 -1.1 98.8 -1.0 -1.3 98.6 -1.2 -1.4

　　　　　　５月 99.4 0.3 -0.8 99.2 0.4 -1.0 98.9 0.3 -1.2

　　　　　　６月 99.5 0.1 -0.5 99.3 0.1 -0.6 99.0 0.1 -0.8

　　　　　　７月 99.7 0.2 -0.3 99.5 0.2 -0.6 99.2 0.2 -1.0

　　　　　　８月 99.7 0.0 -0.4 99.6 0.1 -0.6 99.4 0.2 -1.0

　　　　　　９月 100.1 0.4 0.2 100.0 0.3 0.1 99.8 0.4 0.1

　　　　　１０月 99.9 -0.2 0.1 99.8 -0.2 0.0 99.6 -0.2 -0.1

　　　　　１１月 100.1 0.2 0.6 100.0 0.2 0.5 99.8 0.2 0.4

　　　　　１２月 100.1 0.0 0.8 100.0 0.0 0.7 99.7 -0.1 0.5

　令和４年　１月 100.3 0.3 0.5 100.4 0.3 0.6 100.0 0.4 -0.2

　　　　　　２月 100.7 0.4 0.9 100.7 0.3 0.9 100.2 0.1 0.2

　　　　　　３月 101.1 0.4 1.2 101.1 0.4 1.2 100.5 0.3 0.6

　　　　　　４月 101.5 0.4 2.5 101.5 0.4 2.7 100.8 0.3 2.2

　　　　　　５月 101.8 0.3 2.5 101.7 0.2 2.5 100.7 -0.1 1.8

　　　　　　６月 101.8 0.0 2.4 101.6 -0.1 2.3 101.1 0.4 2.1

　　　　　　７月 102.3 0.5 2.6 102.2 0.5 2.7 101.6 0.5 2.3

　　　　　　８月 102.7 0.4 3.0 102.5 0.3 2.9 102.0 0.4 2.6

　　　　　　９月 103.1 0.4 3.0 102.7 0.2 2.7 102.4 0.4 2.6

　　　　　１０月 103.7 0.6 3.7 103.3 0.5 3.5 103.3 0.9 3.7

　　　　　１１月 103.9 0.2 3.8 103.3 0.1 3.3 103.5 0.2 3.8

　　　　　１２月 104.1 0.2 4.0 103.7 0.3 3.6 103.5 -0.1 3.8

　令和５年　１月 104.7 0.5 4.3 104.2 0.5 3.8 104.0 0.5 4.0

　　　　　　２月 104.0 -0.6 3.3 103.3 -0.9 2.6 102.9 -1.1 2.7

　　　　　　３月 104.4 0.4 3.2 103.7 0.4 2.6 103.2 0.3 2.8

　　　　　　４月 105.1 0.6 3.5 104.3 0.5 2.7 104.3 1.1 3.5

　　　　　　５月 105.1 0.1 3.2 104.3 0.0 2.6 104.1 -0.3 3.3

　　　　　　６月 105.2 0.1 3.3 104.9 0.6 3.3 104.8 0.7 3.7

　　　　　　７月

　　　　　　８月

　　　　　　９月

　　　　　１０月

　　　　　１１月

　　　　　１２月

指  数 前月比(%)
前年比、前年同
月比 (%)

全          国 北         陸 福   　井  　 市

指  数 前月比(%)
前年比、前年同
月比 (%)

指  数 前月比(%)
前年比、前年同
月比 (%)
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97.9 - 1.2 97.7 - 2.1 ２００８年

96.3 - -1.7 96.8 - -1.0 ２００９年

95.4 - -0.9 95.4 - -1.4 ２０１０年

95.2 - -0.3 94.7 - -0.8 ２０１１年

95.0 - -0.1 94.1 - -0.7 ２０１２年

95.0 - 0.0 94.1 - 0.0 ２０１３年

97.9 - 3.0 96.8 - 2.8 ２０１４年

98.9 - 1.0 97.5 - 0.8 ２０１５年

98.7 - -0.2 97.2 - -0.3 ２０１６年

99.4 - 0.7 98.2 - 1.0 ２０１７年

100.3 - 0.9 99.7 - 1.5 ２０１８年

100.2 - -0.1 100.1 - 0.5 ２０１９年

100.0 - -0.2 100.0 - -0.1 ２０２０年

99.8 - -0.2 99.9 - -0.1 ２０２１年

102.4 - 2.7 102.0 - 2.1 ２０２２年

99.9 0.6 -0.7 100.1 0.6 -0.5 　２０２１年１月

99.9 0.0 -0.3 99.9 -0.1 -0.2 　　　　　　２月

99.8 -0.1 -0.4 100.2 0.3 -0.1 　　　　　　３月

99.0 -0.9 -1.3 99.3 -0.8 -0.8 　　　　　　４月

99.1 0.2 -0.7 99.7 0.4 -0.6 　　　　　　５月

99.4 0.2 -0.3 99.7 0.0 -0.6 　　　　　　６月

99.6 0.2 -0.5 99.8 0.0 -0.2 　　　　　　７月

100.0 0.4 -0.5 99.9 0.1 -0.1 　　　　　　８月

100.1 0.1 0.1 100.2 0.3 0.7 　　　　　　９月

100.0 -0.1 0.1 100.2 0.0 0.3 　　　　　　１０月

100.1 0.1 0.5 100.1 -0.1 0.6 　　　　　　１１月

100.2 0.1 0.9 100.1 -0.1 0.6 　　　　　　１２月

100.7 0.5 0.8 100.2 0.1 0.1 　２０２２年１月

100.9 0.2 1.0 100.8 0.6 0.9 　　　　　　２月

101.3 0.4 1.5 101.0 0.2 0.8 　　　　　　３月

101.8 0.5 2.8 101.3 0.3 2.0 　　　　　　４月

101.9 0.2 2.8 101.6 0.2 1.8 　　　　　　５月

102.1 0.2 2.8 101.3 -0.3 1.6 　　　　　　６月

102.5 0.4 3.0 102.0 0.7 2.2 　　　　　　７月

102.9 0.3 2.9 102.5 0.5 2.6 　　　　　　８月

103.1 0.2 3.0 102.9 0.3 2.7 　　　　　　９月

103.6 0.5 3.6 103.2 0.3 3.0 　　　　　　１０月

104.0 0.4 3.9 103.4 0.2 3.3 　　　　　　１１月

104.2 0.2 4.0 103.6 0.2 3.5 　　　　　　１２月

104.7 0.4 3.9 104.2 0.6 4.1 　２０２３年１月

103.8 -0.8 2.9 103.4 -0.8 2.6 　　　　　　２月

104.5 0.7 3.2 103.8 0.4 2.8 　　　　　　３月

105.4 0.8 3.5 104.7 0.8 3.3 　　　　　　４月

105.4 0.0 3.4 104.7 0.0 3.1 　　　　　　５月

106.0 0.6 3.8 105.1 0.4 3.8 　　　　　　６月

　　　　　　７月

　　　　　　８月

　　　　　　９月

　　　　　　１０月

　　　　　　１１月

　　　　　　１２月

令和２年（2020年）＝100

富　　山　　市 金　　沢　　市

指  数 前月比(%)
前年比、前年
同月比 (%)

指  数 前月比(%)
前年比、前年
同月比 (%)
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前 月 前 年

比 同月比

6月 5月 ％ ％

う る ち 米 国内産，精米，単一原料米（産地，品種及び産年が同一のもの），袋入り（５ｋｇ入り），「コシヒカリ」 １袋 2,274 2,274 0.0 9.1

う る ち 米 国内産，精米，単一原料米（産地，品種及び産年が同一のもの），袋入り（５ｋｇ入り），コシヒカリを除く １袋 2,048 1,967 4.1 4.1

食 パ ン 普通品 １ｋｇ 553 495 11.7 7.2

カ  ッ  プ  麺 中華タイプ，内容量７８ｇ，「カップヌードル」 １個 206 179 15.1 24.1

小 麦 粉 薄力粉，袋入り（１ｋｇ入り），「日清フラワー チャック付」 １袋 298 303 -1.7 -2.6

さ け 「トラウトサーモン」又は「アトランティックサーモン（ノルウェーサーモン）」刺身用，さく又はブロック １００ｇ 473 511 -7.4 -12.1

ぶ り 切り身（刺身用を除く） １００ｇ 190 234 -18.8 -46.9

い か するめいか，丸 １００ｇ 190 214 -11.2 42.9

牛 肉 国産品，ロース １００ｇ 607 652 -6.9 -12.5

豚 肉 国産品，バラ（黒豚を除く） １００ｇ 276 276 0.0 1.5

鶏 肉 ブロイラー，もも肉 １００ｇ 151 151 0.0 28.0

牛 乳 牛乳，店頭売り，紙容器入り（１，０００ｍＬ入り） １本 244 244 0.0 5.6

ヨ ー グ ル ト
プレーンヨーグルト，４００ｇ入り，「明治ブルガリアヨーグルトＬＢ８１プレーン」，「ビヒダスヨーグルトＢＢ５３
６」又は「ナチュレ恵ｍｅｇｕｍｉ」

1個 184 184 0.0 12.9

鶏 卵
白色卵，パック詰（１０個入り），サイズ混合，〔卵重〕「MS５２ｇ～LL７６ｇ未満」，「MS５２ｇ～L７０ｇ未満」又
は「M５８ｇ～L７０ｇ未満」

１パック 319 319 0.0 47.0

ほ う れ ん そ う 　 １ｋｇ 892 885 0.8 2.3

ね ぎ 白ねぎ １ｋｇ 715 562 27.2 -4.5

じ ゃ が い も 　 １ｋｇ 377 498 -24.3 -6.7

た ま ね ぎ 赤たまねぎを除く １ｋｇ 272 275 -1.1 -49.2

ト マ ト ミニトマト（プチトマト）を除く １ｋｇ 562 723 -22.3 -0.7

豆 腐 木綿豆腐，並 １ｋｇ 481 481 0.0 21.5

油 揚 げ 薄揚げ １ｋｇ 2,188 2,397 -8.7 12.8

り ん ご 「ふじ」又は「つがる」，１個２００～４００ｇ １ｋｇ 789 695 13.5 -10.9

バ ナ ナ フィリピン産（高地栽培などを除く） １ｋｇ 407 377 8.0 29.2

食 用 油 キャノーラ（なたね）油，ポリ容器入り（１，０００g入り） １本 500 500 0.0 26.6

つ ゆ ・ た れ 焼肉のたれ，ポリ容器入り（３６０ｇ入り），「エバラ焼肉のたれ黄金の味」 １本 344 355 -3.1 -2.0

ケ ー キ いちごショートケーキ，１個（７０～１２０ｇ） １個 394 394 0.0 6.8

ア イ ス ク リ ー ム バニラアイスクリーム，カップ入り（１１０ｍＬ入り），「ハーゲンダッツ バニラ」 １個 316 310 1.9 8.2

弁 当 持ち帰り弁当専門店における持ち帰り弁当，幕の内弁当，並 １個 637 637 0.0 9.3

す し （ 弁 当 ） にぎりずし（飲食店を除く），８～１０個入り，並 １パック 790 790 0.0 10.0

豚 カ ツ ロース，並 １００ｇ 218 238 -8.4 2.8

か ら あ げ 鶏肉，骨なし，並 １００ｇ 211 211 0.0 1.9

茶 飲 料 緑茶飲料，ペットボトル入り（５２５ｍＬ～６００ｍＬ入り） 1000mL 173 168 3.0 16.1

ビ ー ル 淡色，缶入り（３５０ｍＬ入り），６缶入り １パック 1,193 1,262 -5.5 5.1

 カレーライス（外食） 持ち帰りは除く １皿 836 836 0.0 0.0

 焼　肉　（外 食） 牛カルビ，並，持ち帰りは除く １人前 955 955 0.0 0.5

ビ ー ル （ 外 食 ） 居酒屋におけるビール，淡色，中瓶（５００ｍＬ入り） １本 577 651 -11.4 -8.0

品 目 銘 柄 単   位
 小売価格
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前 月 前 年

比 同月比

6月 5月 ％ ％

民 営 家 賃 民営借家の家賃
1か月・
3.3㎡

3,365 3,348 0.5 0.2

灯 油 白灯油，詰め替え売り，店頭売り １８Ｌ 2,224 2,197 1.2 -1.5

ル ー ム エ ア コ ン
冷房・ヒートポンプ暖房兼用タイプ，セパレート型，壁掛型，〔定格時能力〕冷房２．２ｋＷ，暖房２．２
ｋＷ，〔通年エネルギー消費効率〕５．７～５．８，特殊機能付きを除く

１台 84,163 89,927 -6.4 -4.5

電 球 ・ ラ ン プ 蛍光ランプ，環形，〔定格寿命〕９，０００時間～１２，０００時間，３０形，２本入り １パック 2,041 1,980 3.1 3.1

洗 濯 用 洗 剤 合成洗剤，綿・麻・合成繊維用，液体，詰め替え用，袋入り（１，０００～１，１６０ｇ入り） １㎏ 430 408 5.4 25.7

婦 人 用 ス ラ ッ ク ス
ブルージーンズ，〔素材〕デニム，「綿１００％」又は「綿９５％以上・ポリウレタン混用」，〔サイズ〕Ｗ
６４～７０ｃｍ，中級品

１本 2,915 2,915 0.0 -10.3

婦人用Ｔシャツ 半袖，綿１００％，プリント，〔サイズ〕Ｍ，普通品 １枚 2,735 2,735 0.0 -24.3

婦 人 靴 パンプス，〔甲〕牛革，〔底〕合成ゴム，〔底の製法〕張り付け，〔サイズ〕２３～２４ｃｍ，中級品 １足 13,090 13,090 0.0 0.0

ド リ ン ク 剤 指定医薬部外品，箱入り（１００ｍＬ×１０本入り），「リポビタンＤ」 １箱 1,005 1,078 -6.8 -6.8

眼 鏡
〔レンズ〕プラスチックレンズ，非球面レンズ，近視用，屈折率１．６０，ＵＶカット，無色，「ＨＯＹＡ
ニュールックス」，「セイコースーパールーシャスＵＶ」又は「ニコンライト３－ＡＳ」，〔フレーム〕男性
用，樹脂フレーム，中級品，加工料を含む

１式 46,750 46,750 0.0 0.0

ガ ソ リ ン レギュラーガソリン，セルフサービス式を除く １Ｌ 173 171 1.2 -1.7

車 庫 借 料 月極駐車料金，屋根なし駐車場，アスファルト舗装，小型自動車 １か月 8,500 8,500 0.0 0.0

ト レー ニン グパ ン ツ
ロングパンツ，〔素材〕ポリエステル１００％，〔サイズ〕Ｓ，Ｍ又はＬ，中級品，「アディダス」，「アンダー
アーマー」，「デサント」又は「ミズノ」

１本 6,045 6,045 0.0 10.1

理 髪 料 総合調髪（カット，シェービング，シャンプー，セット），男性（高校生以下を除く） １回 4,125 4,125 0.0 3.8

化 粧 ク リ ー ム セルフ化粧品，ポリ容器入り（５０ｇ入り），「アクアレーベルブライトニングケア　クリーム」 １個 1,712 1,712 0.0 -5.9

※生鮮野菜、生鮮魚介、生鮮果物は、上旬、中旬、下旬の３回調査を行い、それ以外は中旬のみ調査。

※「婦人用Ｔシャツ」：４月～８月は半袖、９月～３月は長袖または７分袖を調査。

※「洗濯用洗剤」：令和４年７月基本銘柄改正　なお令和４年６月までは690ｇ～790ｇ入りを調査。

※「化粧クリーム」：令和５年５月基本銘柄改正　なお令和５年４月までは「アクアレーベルホワイトケア　クリーム 」を調査。

※「ルームエアコン」：令和４年１月基本銘柄改正　なお令和３年１２月までは〔定格時能力〕冷房２．８ｋＷ、暖房３．６ｋＷ
　 〔通年エネルギー消費効率〕６．７～７．２、フィルター自動清掃機能付き、高性能機能付きを調査。

 小売価格
品 目 銘 柄 単   位
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本県最低賃金の改正に関する要請書 
 

 
本県の持続的な経済成長のためには、企業の生産性向上の成果

を働く人に分配し、賃金の上昇、消費の拡大という好循環を生み
出すことが必要です。また、来年春の北陸新幹線開業に伴い、
１００年に一度の経済効果を県民があまねく享受することができ
るよう県内労働者の賃金の底上げを図ることが重要であります。 

 
しかしながら、北陸三県との最低賃金の格差は依然として解消

しておらず、人材確保の観点からも格差の是正は、早期に解決す
べき大きな課題であると認識しております。 

 
こうした状況を踏まえ、県では国に対し、最低賃金の引上げな

らびに地域間格差是正の要請を行ったほか、今般６月補正におい
て、価格転嫁ならびに取引適正化の推進、中小零細企業を中心と
した伴走型支援の予算を強化したところです。 

 
本県の有効求人倍率は、本年５月時点で１．９６倍と４５か月

連続全国１位となっており、企業における人手不足感はより一層
高まっています。そこで、若者や外国人材の都市へ流出を防ぐた
め、地域間の賃金格差を是正する必要があります。 

 
つきましては、今月末に中央最低賃金審議会から目安が提示さ

れることとなっておりますが、最低賃金額の決定に当たっては、
北陸三県との地域間格差の是正縮小に向け、目安額を上回る積極
的な引上げが行われますようお願いします。 

 

令和５年７月２５日 
 

福井地方最低賃金審議会会長 
     新宮 晋 様 

 
 

         福井県知事  杉本 達治 
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本県最低賃金の改正に関する要請書 
 
本県の持続的な経済成長のためには、企業の生産性向上の成果

を働く人に分配し、賃金の上昇、消費の拡大という好循環を生み
出すことが必要です。また、来年春の北陸新幹線開業に伴い、 
１００年に一度の経済効果を県民があまねく享受することができ
るよう県内労働者の賃金の底上げを図ることが重要であります。 

 
しかしながら、北陸三県との最低賃金の格差は依然として解消

しておらず、人材確保の観点からも格差の是正は、早期に解決す
べき大きな課題であると認識しております。 

 
こうした状況を踏まえ、県では国に対し、最低賃金の引上げな

らびに地域間格差是正の要請を行ったほか、今般６月補正におい
て、価格転嫁ならびに取引適正化の推進、中小零細企業を中心と
した伴走型支援の予算を強化したところです。 

 
本県の有効求人倍率は、本年５月時点で１．９６倍と４５か月

連続全国１位となっており、企業における人手不足感はより一層
高まっています。そこで、若者や外国人材の都市へ流出を防ぐた
め、地域間の賃金格差を是正する必要があります。 

 
つきましては、今月末に中央最低賃金審議会から目安が提示さ

れることとなっておりますが、最低賃金額の決定に当たっては、
北陸三県との地域間格差の是正縮小に向け、目安額を上回る積極
的な引上げが行われますようお願いします。 

 
あわせて、最低賃金引上げにより経営に影響を受ける中小零細

企業に対し、業務改善助成金など各種支援措置の実施および周知
について、引き続き御配慮くださいますようお願いします。 

 

令和５年７月２５日 
 
福井労働局長 

 田原 孝明 様 
 

         福井県知事  杉本 達治 
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